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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(１) 連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第１期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を

有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第１期 第２期 第３期 

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高 (百万円) 92,438 87,801 80,520 

経常利益 (百万円) 14 259 1,583 

当期純利益 (百万円) 371 317 891 

純資産額 (百万円) 10,815 10,768 11,964 

総資産額 (百万円) 65,219 54,877 53,094 

１株当たり純資産額 (円) 988.83 971.70 1,120.33 

１株当たり当期純利益金額 (円) 32.45 27.65 77.36 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 
(円) － 21.96 61.48 

自己資本比率 (％) 16.6 19.6 22.5 

自己資本利益率 (％) 3.4 3.0 7.8 

株価収益率 (倍) 22.50 29.11 8.82 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 2,913 △763 4,770 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △503 9,339 △1,139 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △6,218 △9,197 △3,752 

現金および現金同等物の 

期末残高 
(百万円) 1,887 733 728 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 
(名) 

2,708 

[360] 

2,170 

［436］

2,114 

[447] 



(２) 提出会社の経営指標等 

 （注）１．営業収益には消費税等は含まれておりません。 

    ２．第１期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を

有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第１期 第２期 第３期 

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

営業収益 (百万円) 746 249 253 

経常利益 (百万円) 20 37 7 

当期純利益 (百万円) 7 23 2 

資本金 (百万円) 4,000 4,000 4,000 

発行済株式総数 (株) 11,528,043 11,528,043 11,528,043 

純資産額 (百万円) 11,347 11,369 11,379 

総資産額 (百万円) 16,674 16,782 14,510 

１株当たり純資産額 (円) 1,043.88 1,046.85 1,047.16 

１株当たり配当額 

(内１株当たり中間配当額) 

(円) 

(円) 

－ 

(－) 

－ 

（－）

－ 

（－）

１株当たり当期純利益金額 (円) 0.66 2.04 0.19 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 
(円) － 1.62 0.15 

自己資本比率 (％) 68.1 67.7 78.4 

自己資本利益率 (％) 0.1 0.2 0.0 

株価収益率 (倍) 1,089.6 394.61 3,589.47 

配当性向 (％) － － － 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 
(名) 

50 

[3] 

12 

［0］

10 

[0] 



２【沿革】 

年 月 事 項 

平成15年９月 ㈱アルティアと橋本フォーミング工業㈱(以下統合２社)は、法令に定める関係官庁および株主総

会の承認を前提として、株式移転の方法により共同持株会社を設立し、その完全子会社となるこ

とについて合意し、「経営統合に関する基本合意書」を締結いたしました。 

平成16年１月 統合２社は、上記「経営統合に関する基本合意書」に基づき、共同持株会社設立に関する主要事

項について合意し、「共同株式移転契約書」を締結いたしました。 

平成16年２月 統合２社の臨時株主総会において、統合２社が株式移転の方法により当社を設立し、統合２社が

その完全子会社となることについて承認、決議いたしました。 

平成16年４月 統合２社が株式移転により当社を設立いたしました。 

当社の普通株式を株式会社東京証券取引所に上場いたしました。 

平成17年２月 ㈱アルティアと橋本フォーミング工業㈱が合併し、㈱アルティア橋本となりました。 

平成17年８月 本社所在地を神奈川県川崎市へ移転いたしました。 

平成18年２月 ㈱アルティア橋本と㈱テクノモールは、㈱アルティア橋本を存続会社とする吸収合併をいたしま

した。 



３【事業の内容】 

 当社は、平成16年４月１日、商法に定める株式移転により、橋本フォーミング工業㈱および㈱アルティアを完全子

会社とする持株会社として設立されました。当社グループは、㈱ファルテック（当社）、子会社および関連会社10社

で構成され、自動車部品・用品および関連機器の事業を行っております。事業の系統図は以下のとおりです。 

注１ 従来、連結子会社であった㈱テクノモールは、平成19年３月22日に㈱アルティア橋本に吸収合併されました。 
注２ 嘉興敏橋汽車零部件有限公司は平成18年10月に設立され平成20年３月期の生産開始を予定しております。 



４【関係会社の状況】 

（注）１．特定子会社であります。 

２．議決権の所有割合の（ ）は間接所有割合で内数であります。 

３．㈱アルティア橋本は、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超え

ております。 

名称 住所 資本金 主要な事業の内容
議決権の
所有割合 
（％） 

関係内容 

(連結子会社) 

㈱アルティア橋本 

（注１、３） 

神奈川県川崎市

幸区 
1,500百万円 

自動車用品・関

連機器の販売お

よび自動車部品

の製造販売 

100.0 

・当社の事業会社 

・役員の兼任５名 

・当社より資金貸付けを行っ

ている。 

㈱テクノサッシュ 
神奈川県横浜市

戸塚区 
90百万円 

自動車部品の製

造・販売 

100.0 

(100.0) 

・㈱アルティア橋本向けの自

動車部品を製造している。

・㈱アルティア橋本より資金

援助を行っている。 

ニッソーサービス㈱  
神奈川県川崎市

川崎区 
47百万円 

サービス業務

（倉庫荷役・ビ

ル管理・人材派

遣等） 

100.0 

(100.0) 

・㈱アルティア橋本の物流・

商品化をサポートしてい

る。 

・役員の兼任１名 

オリオンテクノ㈱ 福島県いわき市 40百万円 

自動車整備用機

械・自動車生産

用機器の製造 

100.0 

(100.0) 

・自動車検査・整備機器およ

び自動車製造用設備・機器

を製造している。 

・㈱アルティア橋本より資金

援助を行っている。 

HASHIMOTO 

LIMITED 

(注１) 

英国タインアン

ドウェア州 

９百万英 

ポンド 

自動車部品の製

造・販売 

100.0 

(100.0) 

・ヨーロッパ地域において、

自動車部品の製造、販売を

行っている。 

・㈱アルティア橋本より資金

援助を行っている。 

・役員の兼任１名 

ALTIA AUTOMOTIVE 

PRODUCTS,INC. 

米国カリフォル

ニア州 

１百万米 

 ドル 

自動車用品の開

発・販売 

100.0 

(100.0) 

・米国地域において、自動車

用品の開発・販売を行って

いる。 

・㈱アルティア橋本より資金

援助を行っている。 

・役員の兼任１名 

(1) 売上高 74,123 百万円 

(2) 経常利益 1,916 百万円 

(3) 当期純利益 349 百万円 

(4) 純資産額 11,944 百万円 

(5) 総資産額 48,876 百万円 



５【従業員の状況】 

（1）連結会社における状況 

 （注）１．従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの

出向者を含む従業員であります。 

２．従業員数欄の[外数]は臨時従業員の年間の平均雇用人員であります。 

３．臨時従業員には、季節工、パートタイマーおよび嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

４．その他（共通）として記載されている従業員数は、管理部門等の従業員であります。 

（2） 提出会社の状況 

 （注) １．従業員数は、当社から連結対象子会社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であり

ます。 

２．従業員数欄の[外数]は、臨時従業員の年間の平均雇用人員であります。 

３．臨時従業員には、季節工、パートタイマーおよび嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

４．平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。 

（3）労働組合の状況 

 ファルテックグループの従業員は、部品関連労働組合橋本フォーミング工業労働組合（組合員数771人）、全日

産販売労働組合アルティア労組（組合員数283人）、全日産販売労働組合オリオンテクノ労組（組合員数63人）に

加入しております。 

 なお、各社の労使関係については安定しており、特記すべき事項はありません。 

  平成19年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

自動車部品事業 
1,488 

 [388] 

自動車用品事業 
171 

[2] 

自動車関連機器事業 
336 

[34] 

 その他（共通） 
119 

[23] 

合計 
2,114 

[447] 

  平成19年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

10 

 [0] 
52.8 13.5 9,059 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

（1）全体の概況 

① 概況 

 当期におけるわが国経済は、昨年に引き続き原油価格高騰による原材料価格上昇の影響はありましたが、企業

収益の改善を背景とした設備投資の拡大や個人消費の緩やかな増加などにより、景気は引き続き回復基調を持続

しました。 

 当社グループの業績に影響を与える自動車生産台数と自動車販売台数について、国内四輪車生産台数は前年同

期比5.6％増の11,501千台と増加しましたが、国内登録車合計の新車販売台数は前年同期比8.3％減の3,587千台

と大幅に減少しました。 

 このような事業環境のもと当社グループの第３期となった当連結会計年度の売上高は80,520百万円(前年同期

比8.3％減)、営業利益は1,476百万円(前年同期比868.6％増)、経常利益は1,583百万円(前年同期比510.4％増)、

当期純利益891百万円(前年同期比180.6％増)となり、売上高は減少したものの大幅増益を達成することが出来ま

した。この結果、１株当たり当期純利益は77円36銭となりましたが、当社が発行するＡ種優先株に係る潜在株式

を加えた潜在株式調整後１株当たり当期純利益は61円48銭となっております。 

② 売上高 

 当期の連結売上高は80,520百万円(前年同期比8.3％減)となりました。事業の種類別セグメントの売上構成は

自動車部品事業49.5％(前年同期比2.3ポイント減)、自動車用品事業22.2％(前年同期比1.2ポイント減)、自動車

関連機器事業28.1％(前年同期比3.6ポイント増)、その他の事業0.2％(前年同期比0.1ポイント減)となっており

ます。所在地別セグメントでは、国内が92.5％(前年同期比4.0ポイント増)、北米0.1％(前年同期比5.5ポイント

減)、欧州7.4％(前年同期比1.5ポイント増)となっております。 

③ 利益 

  当期の連結利益は営業利益1,476百万円(前年同期比868.6％増)、経常利益1,583百万円(前年同期比510.4％

増)、当期純利益891百万円(前年同期比180.6％増)となりました。 

  営業利益は大幅に改善することが出来ました。不採算事業であった北米子会社

H.A. PARTS PRODUCTS OF INDIANA COMPANY（以下ハピコという）の撤退、２期目を迎えた同期生産(※１)活動

「ＨＰＳ活動(※２)」による国内工場の生産性向上、国内外グループ会社の収益改善等の効果が寄与しておりま

す。営業外損益では主な営業外費用として支払利息251百万円を計上しましたが、借入の返済を主因に計上額は

前年同期比190百万円減となりました。 

  また特別損益では、特別利益として固定資産売却益382百万円を含む853百万円を、特別損失としては㈱アルテ

ィア橋本等において実施した希望退職に伴う特別割増退職金316百万円、固定資産除却損343百万円を含む1,151

百万円をそれぞれ計上しました。 

※１ 同期生産活動 

同期生産とは受注から納品までの活動において、物・情報・人の停滞・ロスを削減し、お客様の要望にタイムリーに応えるこ

とを可能とする生産方式です。  

※２ ＨＰＳ（Hashimoto Production System）活動 

ＨＰＳ活動とは当社で取り組んでいる同期生産活動です。  

（2）セグメント別の概況 

①事業の種類別セグメントの概況 

（自動車部品事業） 

 自動車部品事業セグメントは、売上高39,853百万円（前年同期比12.3％減）、営業利益1,085百万円（前年

同期は607百万円の営業損失）となり、営業利益の対前年同期比増加額は1,692百万円と大幅な利益改善となり

ました。  

 売上高は、北米不採算部品事業からの撤退、国内自動車販売の低迷等の影響があり減少しました。営業利益

は、①国内におけるＨＰＳ活動および平成18年４月稼動の館林工場メッキ設備等による合理化推進、②海外部

品事業での大幅体質改善（ハピコ撤退による赤字解消、英国HASHIMOTO LIMITEDへの当社本社技術支援、合理

化活動等による赤字幅縮小）により、当社設立以来初の黒字化を達成することが出来ました。 



（自動車用品事業） 

 自動車用品事業セグメントは、売上高17,857百万円（前年同期比12.9％減）、営業利益385百万円（前年同

期比52.9％減）となりました。 

 国内自動車販売台数の低迷に加え、軽自動車販売比率の増加による車両一台当たりの売上高は減少傾向にあ

る中、自動車メーカー向け純正用品ならびにラジエーターグリルを中心としたカスタマイズ商品（一部車種を

除き）についても、売上高は減少しました。さらに、自動車メーカー向け純正用品の競争入札が進み、購入価

格低減要請も厳しさを増したことから売上高減少に加え、利益率が圧迫される形となりました。 

 このため、自動車用品事業の収益体質強化を展望し、業務の効率化推進、営業費用の削減に積極的に取り組

むとともに、平成19年３月期上期末には、希望退職優遇制度を実施いたしました。 

 一方では、北米向け車種のフロアカーペットを初めて受注する等、将来の巻き返しを期待できる成果を上げ

ることが出来ました。 

（自動車関連機器事業） 

 自動車関連機器事業セグメントは、売上高22,665百万円（前年同期比5.2％増）、営業損失１百万円（前年

同期は104百万円の営業損失）となりました。 

 売上高は官公庁関係、石油業界関係等への新規顧客獲得や風水力市場向けエンジンユニットの業績が好調で

あり順調に増加させることが出来ました。 

 営業利益については、原価低減活動等での利益率改善や国内子会社オリオンテクノ㈱の収益改善により、営

業損失を縮小し、黒字化を視野に入れることが出来ました。 

②所在地別セグメントの概況 

（国内） 

 国内セグメントは「自動車部品事業」、「自動車用品事業」、「自動車関連機器事業」および主にサービス

事業等を行う「その他の事業」で構成されております。売上高は74,505百万円（前年同期比4.1％減）、営業

利益は1,840百万円（前年同期比18.3％増）となっております。 

（北米） 

 北米セグメントはALTIA AUTOMOTIVE PRODUCTS,INC.が行う自動車用品事業で構成されており売上高は93百万

円（前年同期比98.1％減）、営業損失は128百万円（前年同期は1,068百万円の営業損失）となっております。

なお、前年には北米子会社ハピコの実績を含んでおります。 

（欧州） 

 欧州セグメントはHASHIMOTO LIMITEDが行う自動車部品事業のみで構成されております。売上高は5,921百万

円（前年同期比13.7％増）、営業損失は245百万円（前年同期は447百万円の営業損失）となっております。 

(3) キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における現金および現金同等物(以下「資金」という)は、前連結会計年度末に比べ4百万円

減少しました。営業活動において4,770百万円の資金を獲得しましたが、投資活動において1,139百万円、財務

活動において3,752百万円使用したことによるものです。 

(営業活動におけるキャッシュ・フロー) 

 営業活動におけるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益1,285百万円、減価償却費2,627百万円、

売上債権の減少888百万円等により4,770百万円の資金の獲得となりました。 

(投資活動におけるキャッシュ・フロー) 

 投資活動におけるキャッシュ・フローは有形・無形固定資産の売却による収入1,831百万円、貸付金の回収に

よる収入847百万円等がありましたが、有形・無形固定資産取得による支出3,743百万円等があり、結果として

1,139百万円の資金の使用となりました。 

(財務活動におけるキャッシュ・フロー) 

 財務活動におけるキャッシュ・フローは、長期借入による収入1,030百万円等がありましたが、短期借入金の

純減少額1,997百万円、長期借入金の返済による支出2,784百万円等があり、結果として3,752百万円の資金の使

用となりました。 



２【生産、受注および販売の状況】 

（1）生産実績 

当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

２．金額は、販売価格によっております。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

（2）商品仕入実績 

当連結会計年度の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

２．金額は、仕入価格によっております。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

（3）受注実績 

確定受注は主に納期直前であり、販売実績と重要な相違は無いため記載は省略しております。 

（4）販売実績 

当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

２．主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  （単位：百万円） 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

自動車部品事業 39,817 △12.3 

自動車関連機器事業 1,843 △7.7 

合計 41,660 △12.1 

  （単位：百万円） 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

自動車用品事業 14,282 △17.6 

自動車関連機器事業 17,007 △0.5 

合計 31,289 △9.1 

  （単位：百万円） 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

自動車部品事業 39,853 △12.3 

自動車用品事業 17,857 △12.9 

自動車関連機器事業 22,665 5.2 

その他 143 △52.6 

合計 80,520 △8.3 

相手先 
前連結会計年度 当連結会計年度 

販売高（百万円） 割合（％） 販売高（百万円） 割合（％） 

日産自動車株式会社 35,317 40.2 31,285 38.9 

日産車体株式会社 9,395 10.7 9,273 11.5 



３【対処すべき課題】 

 当社グループは平成16年11月に「平成17年度～平成19年度中期経営計画」を発表しましたが、外部環境の変化（国

内自動車販売台数減少等）および当社施策の変更（北米不採算事業からの撤退等）を織込み、平成19年２月に平成19

年度～平成21年度を期間とする新中期経営計画「ファルテック チャレンジ８３０」を発表しました。 

 新中期経営計画期間中に当社グループは成長分野への積極的な事業展開を図り、成長基盤を構築の上、グローバル

企業として2010年代の飛躍を確固たるものにしていきます。「ファルテック チャレンジ８３０」達成に向け、以下

の課題に取り組んでおります。 

（１）グローバルビジネスの拡大 

 自動車国内販売の低迷、日系自動車メーカーの世界展開、中国・アセアン諸国等での自動車需要増加に対応、 

グローバルビジネスの拡大を当社永続的成長の必須条件と認識し、この課題に取り組んでいきます。 

既存海外拠点の売上拡大を図ると共に中国・アセアン・インド・米国等の地域を中心に当社グローバル供給体制 

実現に向けた諸施策を検討していきます。 

（２）取引顧客の拡充 

 今後の揺るぎ無い成長基盤を構築するために、本中期経営計画では、取引顧客の拡充を最重点施策の一つとし

て位置付け、①コア技術を活用した商品開発、②部品・用品事業のシナジー強化（デザイン・商品企画力、生産

技術力、コスト競争力等）、更には③九州カーアイランド構想の好機を活用する等により、取引顧客の拡充を図

ります。 

（３）商品および技術開発力の強化 

 「ＯＮＬＹ-１商品・技術の創造」を目指し、平成19年４月に、連結子会社である㈱アルティア橋本に自動 

車部品事業・自動車用品事業共通の新商品・技術開発部署を設置しました。同部署は①現行コア技術の改善開

発、②製品の先行開発（デザイン、設計、試作、実験）、③新コア生産技術開発等メーカーの生命線である「商

品・技術開発力」を事業横断的に増強します。 

（４）コスト競争力の強化と効率性の向上 

 自動車メーカーの原価低減要請やグローバル最適調達動向に対応するため、コスト競争力を更に強化していき 

ます。具体的な施策として、①製造原価低減、②商品の選択と集中、③購入品原価低減、④内製技術の活用、⑤ 

原価企画の強化に取り組んでいきます。 

（５）内部統制の整備 

 平成18年６月公布の金融商品取引法により平成21年３月期から義務付けられた「財務報告に係る内部統制の評

価業務」に対応するため、その体制整備に着手しております。全社業務の可視化により、業務の標準化・効率

化・コスト削減を実現、可視化過程にて確認された業務のリスクに係る予防策を明確化し、マニュアル化を推進

することにより、業務プロセスに係る内部統制を確立し、財務報告の網羅性・適切性を確保して参ります。 

（６）リスク管理委員会の機能強化 

 当社は業務等から生じるリスクのコントロールが、健全なる企業経営のための重要課題の一つと認識しており

ます。そのため、リスク管理委員会を軸として、事業戦略リスク、事業運営リスク、環境リスク、災害リスク等

の各種リスク管理に注力すると共に、リスク認識・コンプライアンスの全社的マインド醸成を図っております。 



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項は、以下のとおりです。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであり、また、以

下は、当社グループに関する全てのリスクを列挙したものではありません。 

（１）経済的な環境変化 

 当社グループの経営成績は、得意先である自動車メーカーの自動車販売台数、生産台数、販売車種構成、およ

び販売・生産地域の影響を受けております。自動車メーカーの動向は、当社グループの業績および財務状況に影

響を及ぼす可能性があります。 

（２）原材料・部品の供給 

 当社グループ製品・商品は、外部から調達する原材料・部品の価格、および調達市場の需給バランスの影響を

受けております。材料価格の高騰、調達市場の需要増に伴う調達難により、当社グループの業績および財務状況

に影響を及ぼす可能性があります。 

（３）特定の得意先への依存 

 当社グループの得意先である日産自動車㈱グループへの売上高は、当社グループ売上高の約７割を占めており

ます。よって、当社の経営成績は、日産自動車㈱グループの販売・生産台数、購買方針、デザイン指向（車両構

造）の影響を受けており、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

（４）地震等の災害 

 想定以上の地震等災害が発生することにより、当社グループ生産稼動の停止、情報ネットワークの損傷、原材

料・部品の調達困難、製品・商品の納入困難等により、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能

性があります。 

（５）当社グループの海外進出に伴うリスク 

 当社グループでは、既にイギリス・アメリカ・中国をはじめアジア諸国に海外進出しておりますが、今後需要

が増大する中国で自動車部品の製造・販売を行う合弁会社の稼動に向けて準備を進めております。海外市場にお

いては、国内と同様、競争が激しく厳しい環境となっておりますので、今後、受注の変動や環境の変化、進出国

の会計制度の変更等が発生すると、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

（６）借入金の金利変動に伴うリスク 

 当社グループでは、当連結会計年度末の借入残高が101億円となっており、今後、金利変動によっては、当社

グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

（７）退職給付費用の前提条件変更に伴うリスク 

 当社グループは、従業員の退職給付費用および退職給付債務に付き、数理計算に使用される一定の前提条件に

基づき計算を行なっております。これらの前提条件には割引率・死亡率等重要な見積もりが含まれており、実際

の結果が、前提条件と異なるあるいは前提条件に変更がなされた場合、当社グループの業績および財務状況に影

響を及ぼす可能性があります。 

（８）重要な訴訟に伴うリスク 

 当社グループでは、現在、当社グループを対象とした訴訟は発生しておりませんが、今後発生した場合、当社

グループの主張・予測と異なる結果となる可能性があります。その場合には、当社グループの業績および財務状

況に影響を及ぼす可能性があります。 

（９）知的財産の保護または侵害に伴うリスク 

 当社グループでは、他社に対して差別化が可能であり、今後の発展には不可欠の技術とノウハウを保持してお

ります。当社グループでは、これらの保護には努力をしておりますが、完璧な保護や侵害を阻止することは困難

といえます。 

 逆に、当社グループが他社の知的財産を侵害しないことを完全に調査し確認することは極めて困難です。 

 従って、今後、当社グループの知的財産が侵害されたり、当社グループが侵害する可能性があり、その場合に

は、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

（10）その他の重要なリスク 

 その他、当社グループに重大な影響を及ぼすリスクとしては、新車立ち上げ時等のオペレーショナルリスク、

コンピュータシステムの不具合に伴うリスク、為替変動に伴うリスク、製造物責任に伴うリスク、資産売却に係

る瑕疵担保責任等に伴うリスク、排出ガス・燃料消費・騒音・安全等の自動車に対する公的規制の強化に伴うリ

スクが想定されます。 



５【経営上の重要な契約等】 

合弁契約 

６【研究開発活動】 

  当社グループの研究開発活動は、「時代をリードする価値ある商品・サービスを提供し、美しく豊かなクルマ社

会の実現に貢献する」ために、自動車部品および自動車用品・自動車関連機器の事業別に以下のとおり研究開発活

動に取り組んでおります。 

  自動車部品事業においては、「挑戦(Challenge)」と「創造(Creative)」を２つのキーワードとして、グローバル

化を目指すお客さまの要望に応えていくため、また地球環境保全を共に目指すため、下記開発に取り組んでおりま

す。 

（１）グローバル開発への対応 

（２）高付加表面処理技術の開発 

（３）複合射出技術・可変技術・廉価技術の開発 

（４）中小量（シナジー商品）生産体制 

（５）外装用品の設計開発部門を統合 

（６）地球環境保全に向けた技術開発 

  また、自動車部品および自動車用品・自動車関連機器においては、価格競争力と付加価値により商品の魅力を高

め、お客さまニーズを捉えた商品、車両の新機能に対する商品、ならびに環境にやさしい商品を中心とし、商品の

選択と集中により商品を絞り込み、総合力を注力し、競争力の向上を図り、開発期間の短縮や海外拠点の支援に取

り組んでおります。 

（１）カーメーカーモデルチェンジに対応した純正用品の開発 

（２）市場トレンドを捉えた新規商品の開発 

（３）販売拡大を目指したオリジナル商品の開発 

（４）環境対応商品の開発 

（５）調達先の多様化による商品競争力の向上 

（６）光輝一体ルーフレール等の付加価値商品の開発 

  更に、今回研究開発活動として、競争力優位の確立を目指しコア技術の強化と同時に将来技術の開発を推進して

おり、平成19年度より、新商品、新技術開発を効率良くタイムリーに推進するため、新たに先行開発センター（デ

ザイン部、新商品開発部、先行技術開発部）を設立し、専任体制で新たな商品のネタの発掘や将来シーズの開発が

できるようにしました。  

＜役割と責任＞  

（１）独自技術、独自デザインの創出  

（２）新たな顧客の創出 

 以上の活動を通して全社のシナジーを最大にすることを目指しております。 

なお、当連結会計年度での当社グループの研究開発費は、21億３千３百万円であります。 

契約会社 相手方の名称 契約締結日 契約内容 

（連結子会社） 

㈱アルティア橋本 

Forecast Industries Limited 

（British Virgin Islands） 
平成18年６月18日 

自動車外装樹脂部品の共同製造・販売会社

として合弁会社（嘉興敏橋汽車零部件有限

公司）を設立し運営する旨の契約 



７【財政状態および経営成績の分析】 

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが計画したものです。 

（１）経営成績 

 当社および当社グループは、平成16年４月１日、自動車外装部品メーカーの橋本フォーミング工業㈱と自動

車用品・自動車関連機器の販売会社㈱アルティアの経営統合により誕生しました。その後、橋本フォーミング

工業㈱と㈱アルティアは経営統合の強化および経営の効率化を目的として平成17年２月１日に合併し、㈱アル

ティア橋本になっております。 

 当社グループは、「自動車部品・用品、関連機器の総合プロバイダー」として自動車の設計・開発・製造段

階から販売、更には整備・廃棄に至るまでの「クルマの一生」に携わりながら事業を展開しております。 

 また当社グループは、時代をリードする価値ある商品・サービスを提供し、美しく豊かな車社会の実現に貢

献することを経営の基本方針としております。 

 第３期となった当連結会計年度の業績は「第２ 事業の状況 １業績等の概要」に記載のとおり、売上高は

80,520百万円(前年同期比8.3％減)、営業利益は1,476百万円(前年同期比868.6％増)、経常利益は1,583百万円

(前年同期比510.4％増)、当期純利益891百万円(前年同期比180.6％増)となり、売上高は減少したものの大幅

増益を達成することが出来ました。 

 当社設立以来取り組んできた不採算事業の撤退、国内工場の合理化活動、海外子会社の収益改善諸施策が実

を結んだ結果であり、更なる成長ステージへと進むため新中期経営計画「ファルテック チャレンジ８３０」

に取り組んでいきます。 

（２）中期経営計画 

 当社グループは、平成19年２月に新中期経営計画「ファルテック チャレンジ８３０」を発表しました。

「ファルテック チャレンジ８３０」では①業容拡大への基盤作り、②収益力の強化、③リスク管理の強化を

中期経営方針として、2010年代の飛躍に向けた堅固な成長基盤を構築して参ります。 

 また中期経営計画最終年度（平成22年３月期）には①連結売上高830億円、②連結営業利益30億円、③連結

経常利益28億円、④連結当期純利益15億円を目指します。 

（３）中期経営指標 

（４）中期経営計画達成に向けての諸施策 

「第２ 事業の状況 ３ 対処すべき課題」に記載のとおりです。 

① 営業利益率  3.6 ％  

② ＲＯＥ   10 ％以上 

③ 自己資本比率  25 ％以上 

④ Ｄ／Ｅ比率  0.8 以下 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度において実施した企業集団の設備投資は、子会社の㈱アルティア橋本において、モデルチェンジの

ための金型・治工具および生産体制の合理化、省力化を中心に実施し、投資総額は34億７千６百万円となりました。 

２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

該当事項はありません。 

(2）主要な国内子会社の状況 

 （注）従業員数欄の[外数]は臨時従業員の年間の平均雇用人員であります。 

（3）主要な在外子会社の状況 

 （注）従業員数欄の[外数]は臨時従業員の年間の平均雇用人員であります。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

 （注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

会社名 
事業所
名 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 

従業員数
（名） 建物及び 

構築物 

機械装置 
及び運搬
具 

土地 
(面積千㎡)

その他 合計 

㈱アルティア 

橋本 

本社、

他８支

店 

自動車用

品・関連

機器事業 

設計、研

究、その他

設備  

378 652 
909 

(8)
1,841 3,781 

774 

[24]

㈱アルティア 

橋本 

藤沢 

工場 

自動車 

部品事業 

自動車部品 

生産設備 
582 171 

1,195 

(11)
84 2,033 

61 

[2]

㈱アルティア 

橋本 

九州  

工場  

自動車 

部品事業 

自動車部品 

生産設備 
936 850 

1,205 

(91)
312 3,304 

137 

[44 

㈱アルティア 

橋本 

館林  

工場  

自動車 

部品事業 

自動車部品 

生産設備 
717 2,232 

3,324 

(101)
757 7,032 

236 

[107]

㈱アルティア 

橋本 

福島 

工場 

自動車 

部品事業 

自動車部品 

生産設備 
692 911 

106 

(71)
553 2,263 

216 

[146 

会社名 所在地 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 

従業員数
（名） 建物及び 

構築物 

機械装置 
及び運搬
具 

土地 
(面積千㎡)

その他 合計 

HASHIMOTO  

LIMITED 

英国タ

インア

ンド 

ウエア

州 

自動車 

部品事業 

自動車部品 

生産設備 
1,350 930 

100 

(39)
2 2,384 

488 

 [76]

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

投資予定額 
資産調達
方法 

着手年月 
完了予定 
年月 

完成後の
増加能力総額 

(百万円)
既支払額
(百万円)

㈱アルティア  

橋本  

 館林 

 工場他 

自動車部品 

 事業 

新車金型およ

び機械装置 
5,000    ― 自己資金 

平成19年

４月 

平成20年

３月 
 ― 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） Ａ種優先株式の内容については以下のとおりです。 

(1）優先配当金 

無し 

(2）参加条項 

 普通株主または普通株式登録質権者に対して剰余金の配当を行うときは、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録

株式質権者に対して、普通株主または普通登録株式質権者に対して支払われる１株当たり剰余金と同額を支払

う。また、普通株主または普通登録株式質権者に対して前記配当の基準日と同じ事業年度中に設けられた基準

日により剰余金の配当を行うときは、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対して、普通株主または

普通登録株式質権者に対して配当される１株当たり剰余金の額と同額を支払う。 

(3）残余財産の分配 

① 残余財産を分配するときは、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対して、Ａ種優先株式１株に

つき850円を支払う。 

②Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対しては、前項のほか残余財産の分配を行わない。 

(4）議決権 

 Ａ種優先株主は株主総会において議決権を有する。 

(5）普通株式への転換請求 

 Ａ種優先株主は、以下に定める取得を請求し得べき期間中、以下に定める取得の条件により第１回Ａ種優先株

式を取得するのと引換えに当会社普通株式を交付すること（以下「転換」という。）を請求（以下「転換請求」

という。）することができる。 

① 当初転換価額 

 当初850円とする。 

② 転換価額の修正 

 転換価額は、第１回Ａ種優先株式発行後平成16年１月５日から毎日、次のいずれか低い方の価額に修正さ

れる。 

（ⅰ） その前日の転換価額 

（ⅱ） 転換日前45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎

日の終値（気配表示含む）の平均値（終値のない日数を除く。）（円位未満小数第１位まで算出し、

その小数第１位を切り捨てる。）から150円を控除した価額。 

③ 転換請求期間 

平成16年４月１日から平成25年12月31日まで 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 42,000,000 

Ａ種優先株式 4,000,000 

計 46,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成19年３月31日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成19年６月29日） 

上場証券取引所名また
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 7,998,643 7,998,643 
東京証券取引所 

（市場第二部） 
― 

Ａ種優先株式 3,529,400 3,529,400 非上場・非登録 （注） 

計 11,528,043 11,528,043 ― ― 



④ 転換価額の調整 

 転換価額は、第1回Ａ種優先株式発行後、次のいずれかに該当する場合には、下記の算式（以下「転換価

額調整式」という。）により、調整される。調整後転換価額の計算は円位未満小数第１位まで算出し、その

小数第１位を切り捨てる。 

 転換価額調整式で使用する調整前転換価額は、調整後転換価額を適用する前日において有効な転換価額と

する。 

 転換価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主への割当にかかる基準日を定めた場合は当該基準日

（無償割当の場合は効力発生日）（ただし、株式の分割の場合は、その基準日）（以下「株主割当日」とい

う。）、株主割当日がない場合は、調整後転換価額を適用する日の１ヶ月前の日における当会社の発行済普

通株式数（当該新規発行分は含まれない。）とする。 

 転換価額調整式により算出された調整後転換価額と調整前転換価額との差額が１円未満にとどまるとき

は、転換価額の調整は行わない。ただし、その後転換価額の調整を必要とする事由が発生し、転換価額を算

出する場合には、転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて調整前転換価額からこの価額を差し引いた額

を使用する。 

（a）調整前の転換価額を下回る払込金額をもって普通株式を発行（無償割当を含む。以下同じ。）する

場合 

 調整後転換価額は、払込期日（払込期間を定めた場合は出資の履行をした日）（無償割当の場合は

効力発生日）の翌日以降、または募集のための株主割当日がある場合はその日の翌日以降、これを適

用する。 

（b）株式分割の場合 

 調整後転換価額は、株式の分割にかかる基準日の翌日以降、これを適用する。ただし、剰余金から

資本に組み入れられることを条件としてその部分をもって株式の分割をする旨取締役会で決議をする

場合において、当該剰余金の資本組入れの決議をする株主総会の終結日以前の日を株式の分割のため

の株主割当日とするときは、調整後転換価額は、当該剰余金の資本組入れの決議をした株主総会の終

結の日の翌日以降、これを適用する。 

（c）調整前の転換価額を下回る価額をもって当会社の普通株式の交付と引換えに取得させることができ

る株式もしくは証券または権利行使することができる新株予約権を発行する場合 

 調整後転換価額は、その証券については発行日（無償割当の場合は効力発生日）に、または株主割

当日がある場合はその日に、その新株予約権については割当日（無償割当の場合は効力発生日）に、

発行される証券が全て取得または全ての新株予約権が行使されたものとみなし、その証券については

発行日（無償割当の場合は効力発生日）の翌日以降、または株主割当日がある場合はその翌日以降、

その新株予約権については割当日（無償割当の場合は効力発生日）の翌日以降、これを適用する。 

（d）上記（a）から（c）各号に掲げる場合のほか、合併または普通株式の併合等により転換価額の調整

を必要とする場合には、取締役会が適当と判断する価額に変更される。 

⑤ 転換により交付される普通株式数 

 転換により交付すべき当会社の普通株式数は次のとおりとする。ただし、転換により交付すべき普通株式

の算出にあたって1株に満たない端数はこれを切り捨てる。 

(6）普通株式への一斉転換 

 当会社は、転換請求期間中に転換請求のなかった第１回Ａ種優先株式の全てを、同期間の末日をもって取得

し、これと引換えに、第１回Ａ種優先株式1株につき、第１回Ａ種優先株式1株の払込金相当額を同期間の末日に

おける転換価額で除して得られる数の普通株式を交付する。上記の普通株式数の算出にあたって、1株に満たな

い端数が生じたときは会社法第234条に従いこれを取り扱う。 

(7）募集株式の割当を受ける権利等 

 当会社はＡ種優先株主に募集株式の割当を受ける権利または募集新株予約権の割当を受ける権利を付与する。

        
既発行普通株式数＋

新規発行普通株式数 × １株当たり払込金額

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 × 
調整前の転換価額 

既発行普通株式数＋新規発行普通株式数 

    優先株主が転換請求のために提出した

優先株式の発行価額総数 転換により発行すべき普通株式数 ＝ 

    転換価額 



(2）【新株予約権等の状況】 

会社法第236条、238条および239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成18年６月29日定時株主総会決議 

  
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 2,500 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 250,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株につき 624 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年７月27日 

至 平成25年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格および資本組入額（円） 

発行価額 624 

資本組入額 312 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①各新株予約権の一部行使

はできないものとする。  

②新株予約権の譲渡、質入

れ、その他一切の処分は

認めない。  

③その他の条件は、株主総

会、報酬委員会および取

締役会の決議に基づき、

当社および被割当者との

間で締結する「新株予約

権割当契約」に定めると

ころによる。  

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡について

は、当社取締役会の承認を

要するものとするほか、当

社と新株予約権者との間で

締結する契約において、新

株予約権を譲渡してはなら

ないことと定める。 

同左 

代用払込みに関する事項 ―  ―  

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― ―  



(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。  

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注） 株式移転による当社設立によるものであります。  

(5）【所有者別状況】 

 ① 普通株式 

 （注) １ 自己株式4,231株は、「個人その他」に42単元、「単元未満株式の状況」に31株含まれております。 

２ 上記「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が２単元含まれております。 

 ② Ａ種優先株式 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成16年４月１日 

（注） 
11,528,043 11,528,043 4,000 4,000 7,342 7,342 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株) 

単元未満 
株式の状況

(株) 
政府および 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の 
法人 

外国法人等 
個人 
その他 

計 
個人以外 個人 

株主数 

(人) 
 ― 11 11 105 5 4 2,817 2,953 ― 

所有株式数 

(単元) 
 ― 2,240 370 10,096 34,695 7 32,252 79,660 32,643 

所有株式数 

の割合(％) 
 ― 2.81 0.47 12.67 43.56 0.00 40.49 100.00 ― 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株) 

単元未満 
株式の状況

(株) 
政府および 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の 
法人 

外国法人等 
個人 
その他 

計 
個人以外 個人 

株主数 

(人) 
 ― ―  ―  ― 1  ―  ― 1 ― 

所有株式数 

(単元) 
 ―  ―  ―  ― 35,294  ―  ― 35,294  ― 

所有株式数 

の割合(％) 
 ―  ―  ―  ― 100.00  ―  ― 100.00 ― 



(6）【大株主の状況】 

②Ａ種優先株主 

 （注） 上記のＡ種優先株主は株主総会において議決権を有するものであります。 

   ①普通株主 平成19年３月31日現在

氏名または名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

エフビーエフ２０００， 

エル．ピー 

（常任代理人 みずほキャピタ

ルパートナーズ株式会社） 

C/O WALKERS SPV LIMITED 

P.O.Box 908GT, Walker House, 

Mary Street, George Town, 

Grand Cayman, Cayman Islands 

（東京都千代田区丸の内１丁目１-２） 

3,447,554 43.10 

エム・エイチ・インベストメン

ト株式会社 
東京都千代田区丸の内２丁目３-２ 722,900 9.04 

ファルテック従業員持株会 神奈川県川崎市幸区堀川町580番地 462,675 5.78 

猪狩 政臣 茨城県笠間市 200,000 2.50 

橋本 洸一 神奈川県鎌倉市 124,951 1.56 

大木 千佳子 神奈川県鎌倉市 111,021 1.39 

加藤 啓進 茨城県水戸市 64,800 0.81 

住友生命保険相互会社（特別勘

定） 
東京都中央区築地７丁目１８‐２４ 56,500 0.71 

富士重工業株式会社 東京都新宿区西新宿１丁目７-２ 51,909 0.65 

大木 敏弘 神奈川県鎌倉市 51,032 0.64 

計 ― 5,293,342 66.18 

エム・エイチ・キャピタル・パ

ートナーズⅡ エル・ピー 

（常任代理人 みずほキャピタ

ルパートナーズ株式会社） 

C/O WALKERS SPV LIMITED, WAKER  

HOUSE, MARY STREET.P.O.BOX 908  

GT,GEORGE TOWN,GRAND CAYMAN,CAYMAN  

ISLANDS BRITISH WEST INDIES 

（東京都千代田区丸の内１丁目１-２） 

3,529,400 100.0 

計 ― 3,529,400 100.0 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１ 「完全議決権株式（その他）」普通株式の中には、証券保管振替機構名義の株式が200株（議決権２個）含

まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式31株が含まれております。 

②【自己株式等】 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式）

普 通 株 式  

  

4,200 
― ― 

完全議決権株式（その他） 
普 通 株 式  

Ａ種優先株式 

7,961,800 

3,529,400 

普 通 株 式  

Ａ種優先株式 

79,618 

35,294 
― 

単元未満株式 普 通 株 式  32,643 ― ― 

発行済株式総数 11,528,043 ― ― 

総株主の議決権 ― 
普 通 株 式  

Ａ種優先株式 

79,618 

35,294 
― 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名また
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

株式会社 

ファルテック 

神奈川県川崎市幸区 

堀川町580番地 
4,200  ― 4,200 0.05 

計 ― 4,200  ― 4,200 0.05 



(8）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、ストックオプション制度を導入しております。当該制度は、会社法第236条、238条および239条の規

定に基づき新株予約権を発行するものであります。 

 当該制度の内容は以下のとおりであります。 

（平成18年６月29日定時株主総会決議） 

 会社法第236条、238条および239条の規定に基づき、平成18年６月29日定時株主総会終結の時に在任する当社

および子会社の取締役、執行役および使用人に対し、新株予約権を付与することを、平成18年６月29日定時株主

総会において決議されたものであります。 

（注）新株予約権発行後、当社が株式分割または併合を行う場合には、行使価額を以下に定める算式により調整し、調

整の結果生じる１円未満に端数はこれを切り捨てる。 

また、新株予約権発行後時価を下回る価額で普通株式を発行または自己処分するときは、次の算式より行使価額

を調整し、調整の結果生じる１円未満に端数はこれを切り上げる。 

決議年月日 平成18年６月29日 

付与対象者の区分および人数（名） 当会社および当会社子会社の取締役、執行役および使用人 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 250,000株を上限とする 

新株予約権の行使時の払込金額（円） (注) 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年７月１日 

至 平成25年６月30日 

新株予約権の行使の条件 

① 各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

② 新株予約権の譲渡、質入れその他一切の処分は認めない。 

③ その他の条件は、株主総会、報酬委員会および取締役会の

決議に基づき、当社および被割当者との間で締結する「新

株予約権割当契約」に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するも

のとするほか、当社と新株予約権者との間で締結する契約にお

いて、新株予約権を譲渡してはならないことを定める。 

代用払込みに関する事項 ―  

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項 
―  

（調整後行使価額） ＝ （調整前行使価額） × 
１ 

（分割・併合の比率） 

        
既発行普通株式数＋

新規発行普通株式数 × １株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
新規発行前の１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行による増加株式数 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式取得、および会社

法第155条７号に該当する普通株式の取得。 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議または取締役会決議に基づかないものの内容】 

（注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

による株式は含まれておりません。  

(4）【取得自己株式の処理状況および保有状況】 

（注）当期間における保有自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

による株式は含まれておりません。  

３【配当政策】 

 当社グループは株主の皆様への利益還元を経営の最重要課題の一つと認識しております。そのためにも収益力の

向上と財務体質の強化に引き続き注力し、株主の皆様のご期待に沿うよう努力していく所存です。 

 内部留保資金につきましては、将来の事業展開に向けての投資および出資による収益基盤の強化ならびに中長期

的成長に向けた財務体質の強化に充てていきます。 

 当社は、中間配当と期末配当の年２回の配当を実施することを基本方針としておりますが、当期につきましては

事業基盤の充実をもう一段促進するために配当につきましては見送らせていただきます。 

 なお、当社の中間配当金基準日は９月30日、期末配当金基準日は３月31日となっております。剰余金配当の決定

機関は、期末配当・中間配当共に取締役会です。 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 655 377,562 

当期間における取得自己株式 30 23,390 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 

（－） 
－ － － － 

保有自己株式数 4,261 － 4,261 － 



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

回次 第１期 第２期 第３期 

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高(円) 2,300 1,504 829 

最低(円) 510 690 435 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高(円) 535 567 510 540 565 710 

最低(円) 471 435 475 508 511 571 



５【役員の状況】 

(1）取締役の状況 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数 

取締役 
指名委員 

報酬委員 
北洞 幸雄 昭和21年９月20日生

昭和45年４月 日産自動車株式会社入社 

平成12年４月 同社常務 

平成16年４月 当社執行役 

平成16年５月 当社代表執行役社長兼ＣＥＯ（兼）橋

本フォーミング工業株式会社代表取締

役会長（兼）株式会社アルティア代表

取締役会長 

平成16年６月 当社取締役兼代表執行役社長兼ＣＥＯ

（兼）橋本フォーミング工業株式会社

代表取締役会長（兼）株式会社アルテ

ィア代表取締役会長 

平成17年２月 当社取締役兼代表執行役社長兼ＣＥＯ

（兼）株式会社アルティア橋本代表取

締役社長（現） 

平成19年４月 オリオンテクノ株式会社代表取締役社

長（現） 

(注)２ 26,900株  

取締役   髙松 克弘 昭和22年１月25日生

昭和44年４月 株式会社富士銀行入行（現みずほフィ

ナンシャルグループ） 

平成８年６月 同行取締役大阪支店長兼大阪営業第一

部長 

平成14年５月 みずほインベスターズ証券株式会社専

務取締役 

平成16年４月 当社執行役 

平成16年５月 当社代表執行役副社長兼ＣＦＯ 

平成16年６月 当社取締役兼代表執行役副社長兼ＣＦ

Ｏ（現） 

平成17年２月 株式会社アルティア橋本代表取締役副

社長（現） 

平成18年４月 ニッソーサービス株式会社代表取締役

社長（現） 

(注)２ 16,700株  

取締役   島田 吉隆 昭和23年２月21日生

昭和46年４月 日産自動車株式会社入社 

平成12年４月 同社追浜工場長 

平成16年４月 当社執行役 

平成16年５月 当社執行役兼ＣＯＯ（兼）橋本フォー

ミング工業株式会社代表取締役社長 

平成16年６月 当社取締役兼執行役兼ＣＯＯ（兼）橋

本フォーミング工業株式会社代表取締

役社長 

平成17年２月 当社取締役兼執行役兼ＣＯＯ（兼）株

式会社アルティア橋本取締役副社長

（現） 

(注)２ 16,700株  

取締役   佐藤 正幸 昭和29年9月24日生 

昭和52年４月 日産自動車株式会社入社 

平成15年４月 同社グローバルアフターセールス事業

本部戦略企画部長 

平成17年２月 当社執行役兼ＣＯＯ（兼）株式会社ア

ルティア橋本取締役副社長 

平成17年６月 当社取締役兼執行役兼ＣＯＯ（兼）株

式会社アルティア橋本取締役副社長

（現） 

(注)２ 16,000株  

 



(2）執行役の状況 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数 

取締役 監査委員  磯部 伸郎 昭和22年２月18日生

昭和44年４月 日産自動車株式会社入社 

平成14年４月 日産アルティア株式会社常務取締役兼

常務執行役員 

平成16年４月 当社取締役兼上席執行役（兼）株式会

社アルティア橋本常務取締役 

平成16年５月 当社取締役兼執行役兼ＣＯＯ（兼）株

式会社アルティア代表取締役社長 

平成17年２月 オリオンテクノ株式会社取締役  

平成17年３月 同社代表取締役社長（兼）ニッソーサ

ービス株式会社代表取締役社長 

平成18年４月 オリオンテクノ株式会社代表取締役社

長 

平成19年６月 株式会社アルティア橋本監査役（現） 

平成19年６月 当社取締役（現） 

(注)２ 18,000株  

取締役 監査委員  山崎 一郎 昭和23年10月16日生

昭和47年４月 日産自動車株式会社入社 

平成８年１月 同社第二調達部主管 

平成12年９月 ルノーブラジル出向 

平成16年４月 当社執行役（兼）橋本フォーミング工

業株式会社執行役員 

平成17年２月 株式会社アルティア橋本執行役員 

平成17年４月 株式会社アルティア橋本常務 

平成19年６月 株式会社アルティア橋本監査役（現） 

平成19年６月 当社取締役（現） 

(注)２ 8,700株  

取締役 

監査委員 

指名委員 

報酬委員 

井戸坂 実 昭和24年１月26日生

昭和46年７月 株式会社富士銀行入行(現みずほフィ

ナンシャルグループ) 

平成14年４月 同行専務執行役員 

平成14年12月 みずほキャピタルパートナーズ株式会

社代表取締役社長（現） 

平成15年11月 橋本フォーミング工業株式会社取締役 

平成16年４月 当社取締役（現） 

(注)２ 0株  

取締役 

監査委員 

指名委員 

報酬委員 

下薗 四郎 昭和14年４月12日生

昭和38年４月 安田生命保険相互会社入社（現明治安

田生命） 

平成３年４月 同社特別勘定運用部長 

平成５年３月 理研コランダム株式会社常務取締役管

理部長 

平成10年３月 同社代表取締役副社長 

平成16年４月 当社取締役（現） 

(注)２ 0株  

取締役 

監査委員 

指名委員 

報酬委員 

鈴木 宏明 昭和17年５月１日生

昭和40年４月 株式会社富士銀行入行(現みずほフィ

ナンシャルグループ) 

平成５年６月 同行取締役検査部長 

平成12年４月 日本精工株式会社執行役員常務業務本

部長 

平成16年６月 常磐興産株式会社監査役（現） 

平成16年６月 当社取締役（現） 

平成17年２月 株式会社アルティア橋本監査役（現） 

(注)２ 0株  

                                計 103,000株  

（注）１ 取締役 井戸坂実、下薗四郎および鈴木宏明は、会社法第２条第15号に定める社外取締役の要件を満たしております。 

 ２ 平成19年６月28日の定時株主総会の終結の時から１年であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期  所有株式数 

代表執行役社長 CEO 北洞 幸雄 (1)取締役の状況参照 同左 (注) 同左 

代表執行役副社長 CFO兼管理グループ担当 髙松 克弘 (1)取締役の状況参照 同左 (注) 同左 

執行役 COO 島田 吉隆 (1)取締役の状況参照 同左 (注) 同左 

執行役 COO 佐藤 正幸 (1)取締役の状況参照 同左 (注) 同左 

                                 計 76,300株  

 （注） 平成19年６月28日の定時株主総会終結後、最初に開催された取締役会の終結の時から１年であります。 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社グループでは、株主やお客様等全てのステークホルダーの皆様に満足と信頼を得るべく、コーポレート・ガ

バナンスの強化が経営の最重要課題と認識しております。 

 そのために、当社グループでは、当初より、経営機能と執行機能を明確にした「委員会設置会社」の制度を採用

し、迅速な意思決定により効率的かつ健全な経営を図っております。 

 指名委員会・報酬委員会・監査委員会は適宜開催され、適切な経営や業務執行の確保に努めております。 

また、会社状況説明会や決算説明会などを適宜開催し、株主や投資家の方々への情報提供を行うとともに、ホーム

ページに最新の企業情報を開示するなど、透明性の確保に努めており、企業の社会的責任を果たしております。 

（２）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

①会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況等 

ａ)会社の機関の内容 

 当社では透明で健全かつスピーディーな経営体制を確立することを目的に、設立当初より「委員会設置会社」

の制度を採用しております。取締役の員数については15名以内とする旨定款で定めております。各種委員会の概

要と業務執行・監督および内部統制の仕組みは以下のとおりです。 

 ｜ 

※人数は平成19年３月31日現在 

 取締役会および３つの委員会は、株主の代表としてファルテックグループの経営方針の決定、経営の妥当性の確保お

よび執行役の監督を行い、取締役から業務執行権限を委譲された執行役が授権された範囲で業務を執行します。 

なお、監査委員会については監査委員会事務局を設置し、その職務を補佐しております。 

ｂ）内部監査および監査委員会監査の状況 

 当社の内部監査は、法務監査部が策定し監査委員会が承認した監査方針および年間監査計画に基づいて法務監

査部が実施します。法務監査部には、専任の部長が在籍し実査しております。監査結果は当該部署にフィードバ

ックするともに監査委員会に報告され、監査委員会は必要に応じて直接監査を行います。また、主要連結子会社

についてはグループ統一の監査方針に基づいて子会社の監査役および監査担当部署が監査を行いますが、必要に

応じて当社法務監査部および監査委員会が監査を行うこともあります。また、会計監査人とは、監査計画等の説

明や監査結果の報告および意見交換を実施し、相互連携を強化しております。 

ｃ）リスク・コンプライアンス管理 

 当社は業務等から生じるリスクのコントロールが、健全なる企業経営のための重要課題の一つと認識しており

ます。そのため、リスク管理委員会を軸として、事業戦略リスク、事業運営リスク、環境リスク、災害リスク等

の各種リスク管理に注力しております。 

 また、コンプライアンスへの取組みとして、「ファルテックグループ行動規範」を定め、国内グループ会社に

適用しております。周知徹底を目指して、毎年度に行動規範の再確認と遵守の誓約を行っております。 

 なお、平成21年３月期から義務付けられた「財務報告に係る内部統制の評価業務」に対応し、その体制整備に

着手しております。全社業務の可視化により、業務の標準化・効率化・コスト削減を実現、可視化過程にて確認

された業務のリスクに係る予防策を明確化し、マニュアル化を推進することにより、業務プロセスに係る内部統

制を確立し、財務報告の網羅性・適切性を確保して参ります。 

取締役会 

（７名、うち社外３名） 

ファルテックグループの経営方針の決定、執行役の選任・解任および業務執行の監督 

 指名委員会 

 （４名、うち社外３名） 

 取締役の選任・解任議案の決定 

  

  

報酬委員会  

（４名、うち社外３名）  

取締役・執行役の個人別報酬の決定  

  

  

 監査委員会 

（３名、うち社外３名）  

取締役・執行役の職務執行の監査  

および会計監査人の選任・解任  

 議案の決定 

 執行役 

  （代表執行役２名＋執行役２名） 

 取締役から授権された範囲で、ファルテックグループの業務を執行  



ｄ）報酬委員会による取締役および執行役が受ける個人別の報酬の内容決定に関する方針 

(1)取締役および執行役の報酬に対する基本的考え方 

1)他社役員報酬水準を勘案の上、当社役員に求められる能力および責任に見合った報酬の水準を設定する。 

2)役員報酬は以下の３要素で構成される。 

A.役位に応じた全社的な役割、貢献に対する報酬－基本年俸 

B.各年度の会社業績および個人業績に連動した報酬－加算年俸 

C.基本年俸と在任期間を基準に決定され、退職時に支給される報酬－退職金 

3)取締役の報酬は上記のうち、基本年俸と退職金により構成される。 

4)執行役の報酬は上記のすべての要素を含むものとするが、取締役を兼務する執行役については、取締役として

の報酬を支給しない。 

5)執行役に対してこれらの報酬のほか、当社の企業価値向上に向けたインセンティブとしてストックオプション

を付与することも可能とする。 

(2)基本年俸 

1)役位に対する報酬として各役員ごとに基本年俸を報酬委員会で定める。 

2)各役位ごとに基準基本年俸を設定する。 

本基準基本年俸は、報酬委員会により決定され、新たに役員に就任した場合、もしくは役位が上昇した場合の

初任報酬となる。ただし、諸般の事情により、基準基本年俸を適用する場合に、この基準以外の金額を報酬委

員会で個別に設定することがありうるものとする。 

(3)加算年俸 

1)業績に対する報酬として加算年俸を位置付ける。 

2)各年度の会社業績および個人業績により、翌年度において加算年俸を設定する。 

（利益処分による役員賞与は支給しない。） 

3)加算年俸は、報酬委員会によって決定されたガイドラインに従い、各役員ごとに報酬委員会が決定する。 

加算年俸の上限は基本年俸の30％とする。 

4)退任役員に対する加算年俸は、退任時に精算する。 

ただし、年度途中で役員が、退任した場合には加算年俸の精算は行わない。 

(4)退職金 

1)退職金は、基本年俸と在任期間を基準に次の算式により算出され、報酬委員会で決定される。 

支給額＝各役位別最終基本年俸×１/12×役位別支給係数×役位別在任年数 

（原則として非常勤役員の支給係数は常勤役員の1/2とする。） 

2)役位別支給係数と役位別在任年数上限は報酬委員会が決定する。 

3)在任期間に１年満たない端数があるときは、月割りで計算する。 

１ヶ月に満たない端数は１ヶ月に切り上げる。 

取締役および執行役に支払った報酬の総額 

    （注）１．取締役の報酬の支給人員には、執行役を兼務する取締役４名を含みません。 

       ２．期末現在の人員は、取締役７名、執行役４名です。執行役の内４名は取締役と兼任しております。 

       ３．上記報酬の額には、執行役に対するストックオプションの価額２百万円を含んでおります。同ストッ

クオプションは、平成18年６月29日開催の第２回定時株主総会および同年７月26日開催の取締役会の決

議により発行価額無償にて執行役４名に付与しており、その内容は「（2）新株予約権の状況」に記載の

とおりであります。  

区  分 

報 酬 退職金 

支給人員 
（名） 

支給額 
（百万円） 

支給人員 
（名） 

支給額 
（百万円） 

取締役 

(うち社外取締役) 

3 

(3) 

15 

(15) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

執行役 4 96 － － 

合 計 7 112 － － 



ｅ）会計監査の状況 

(1)名称  新日本監査法人 

1)会計監査業務を執行した会計士の氏名等 

なお、当社の監査業務に係わる補助者は、公認会計士５名、会計士補５名です。 

2)報酬等の額 

当年度に係わる会計監査人の報酬等は以下のとおりです。 

（注）当社は会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と証券取引法に基づく監査の監査報酬等の

額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの

合計額を記載しております。  

3)連結子会社の監査 

海外にある当社の重要な連結子会社は、当社の会計監査人以外の公認会計士または監査法人（外国におけるこ

れらの資格に相当する資格を有する者を含む）の監査（会社法または証券取引法（これらの法律に相当する外

国法令を含む）の規定によるものに限る。）を受けております。  

ｆ）社外取締役の状況 

  当社には社外取締役が３名おります。 

(1)社外取締役の独立性について 

1)社外取締役候補者は、いずれも過去に当社または当社の特定関係事業者の業務執行者になったことはありませ

ん。 

2)社外取締役候補者は、いずれも過去に当社または当社の特定関係事業者から多額の金銭その他財産を受けたこ

とはなく、今後も受ける予定はありません。 

3)社外取締役候補者は、いずれも当社または当社の特定関係事業者の取締役・執行役と三親等以内の親族関係は

ありません。 

(2)社外取締役との責任限定契約について 

 当社は現在の社外取締役と責任限定契約を締結しております。契約の内容の概要は、会社法423条第１項の賠

償責任について、その職務を行うにつき善意であり、かつ重大な過失がなかったときは、金1,000万円または会

社法425条第１項に定める最低責任限定額のいずれか高い額を限度として損害賠償責任を負担するものとする。 

②会社と社外取締役の人的関係、資本的関係または取引関係その他利害関係の概要 

 社外取締役の１名は、平成19年３月31日現在で当社の大株主となっている下記の２ファンドを運営する「みずほ

キャピタルパートナーズ㈱」の代表取締役です。 

・筆頭株主の「エフビーエフ2000，エル．ピー」 

・全Ａ種優先株株式を保有する「エム・エイチ・キャピタル・パートナーズⅡ エル・ピー」 

その他の社外取締役は当社との利害関係はありません。 

業務を執行した公認会計士の氏名および継続監査年数  

指定社員 業務執行社員 公認会計士 原田恒敏 １年 

指定社員 業務執行社員 公認会計士 種村 隆 １年 

  支払額 

①当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 12 百万円  

②当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 28 百万円 



第５【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当

連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成しており

ます。 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年

度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)及

び前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表については、中央青山監査法

人により監査を受け、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)及び当事業年度(平成18年４月１

日から平成19年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表については、新日本監査法人により監査を受けておりま

す。 

  なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

前連結会計年度の連結財務諸表及び前事業年度の財務諸表 中央青山監査法人 

当連結会計年度の連結財務諸表及び当事業年度の財務諸表 新日本監査法人 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

    
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  821 800 

２ 受取手形及び売掛金 
 

※８ 
18,209 17,427 

３ たな卸資産  4,862 4,823 

４ 繰延税金資産  671 715 

５ その他  1,907 1,277 

貸倒引当金  △192 △2 

流動資産合計  26,280 47.9 25,042 47.2

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 
※２ 
※４ 

  

(1) 建物及び構築物  5,232 5,551 

(2) 機械装置及び運搬具  5,922 6,018 

(3) 工具器具及び備品  3,582 3,571 

(4) 土地 ※３ 8,765 8,585 

(5) 建設仮勘定  765 42 

有形固定資産合計  24,268 44.2 23,768 44.8

２ 無形固定資産  759 1.4 758 1.4

３ 投資その他の資産    

(1) 投資有価証券 ※１ 950 895 

(2) 長期貸付金  22 36 

(3) 繰延税金資産  2,232 2,310 

(4) その他  1,442 1,374 

貸倒引当金  △1,105 △1,110 

投資その他の資産合計  3,541 6.5 3,506 6.6

固定資産合計  28,569 52.1 28,033 52.8

Ⅲ 繰延資産  28 0.0 18 0.0

資産合計  54,877 100.0 53,094 100.0

     
 



    
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形及び買掛金 ※８ 16,723 16,734 

２ 短期借入金 ※４ 9,753 6,439 

３ 未払法人税等  88 478 

４ 賞与引当金  567 872 

５ その他 ※８ 3,616 3,846 

流動負債合計  30,748 56.0 28,371 53.5

Ⅱ 固定負債    

１ 長期借入金 ※４ 3,913 3,698 

２ 退職給付引当金  7,703 7,404 

３ 役員退職慰労引当金  71 96 

４ 債務保証損失引当金  38 ― 

５ 再評価に係る 
繰延税金負債 

※３ 1,367 1,362 

６ その他  267 196 

固定負債合計  13,360 24.4 12,758 24.0

負債合計  44,108 80.4 41,130 77.5

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※６ 4,000 7.3 － －

Ⅱ 資本剰余金  2,402 4.3 － －

Ⅲ 利益剰余金  2,574 4.7 － －

Ⅳ 土地再評価差額金 ※３ 1,643 3.0 － －

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

 177 0.3 － －

Ⅵ 為替換算調整勘定  △26 △0.0 － －

Ⅶ 自己株式 ※７ △3 △0.0 － －

資本合計  10,768 19.6 － －

負債及び資本合計  54,877 100.0 － －

     
 



    
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金     － －   4,000 7.5 

２ 資本剰余金     － －   2,402 4.5 

３ 利益剰余金     － －   3,793 7.2 

４ 自己株式     － －   △4 △0.0 

株主資本合計     － －   10,192 19.2 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１ その他有価証券評価差
額金 

    － －   101 0.2 

２ 繰延ヘッジ損益     － －   △12 △0.0 

３ 土地再評価差額金 ※３    － －   1,636 3.1 

４ 為替換算調整勘定     － －   39 0.0 

評価・換算差額等合計     － －   1,764 3.3 

Ⅲ 新株予約権     － －   7 0.0 

純資産合計     － －   11,964 22.5 

負債純資産合計     － －   53,094 100.0 

               



②【連結損益計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     87,801 100.0   80,520 100.0 

Ⅱ 売上原価 
※１ 
※２ 

  75,978 86.5   68,028 84.5 

売上総利益     11,822 13.5   12,491 15.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２             

１ 荷造運搬費   1,564     1,680     

２ 給料手当   4,404     4,361     

３ 賞与引当金繰入額   267     314     

４ 退職給付費用   423     215     

５ 役員退職慰労引当金 
  繰入額 

  53     29     

６ その他   4,957 11,670 13.3 4,413 11,015 13.7 

営業利益     152 0.2   1,476 1.8 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   25     35     

２ 技術供与収入   120     156     

３ 為替差益   386     88     

４ 雑収入   94 627 0.7 114 394 0.5 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   442     251     

２ 雑損失   77 520 0.6 35 287 0.3 

経常利益     259 0.3   1,583 2.0 

Ⅵ 特別利益               

１ 固定資産売却益 ※３ 6,187     382     

２ 貸倒引当金戻入益   ―     423     

３ その他   261 6,448 7.4 48 853 1.0 

Ⅶ 特別損失               

１ 固定資産売却損 ※４ 3     17     

２ 固定資産除却損 ※５ 434     343     

３ 減損損失 ※６ 1,515     8     

４ 子会社整理損  ※７ 3,623     ―     

５ 退職給付制度移行損失 ※８ 1,147     ―     

６ 貸倒引当金繰入額   189     238     

７ 債務保証損失引当金繰
入額 

  38     ―     

８ 特別割増退職金   41     316     

９ 生産拠点再編費用   ―     160     

  10 その他   576 7,570 8.6 67 1,151 1.4 

税金等調整前当期純利
益（又は損失） 

    △861 △0.9   1,285 1.6 

法人税、住民税及び 
事業税 

  62     464     

法人税等調整額   △1,242 △1,179 △1.3 △71 393 0.5 

当期純利益     317 0.4   891 1.1 

     



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高  2,378

Ⅱ 資本剰余金増加高  

  １ 自己株式処分差益  24 24

Ⅲ 資本剰余金期末残高  2,402

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  2,446

Ⅱ 利益剰余金増加高  

１ 当期純利益  317

２ 新規連結による増加高  86

３ 土地再評価差額金取崩
による増加高 

 730 1,134

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１  英国子会社の退職給付
債務処理額 

 1,005 1,005

Ⅳ 利益剰余金期末残高  2,574

   



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

4,000 2,402 2,574 △3 8,973 

連結会計年度中の変動額          

当期純利益     891   891 

英国子会社の退職給付債務処理
額 

    320   320 

自己株式の取得       △0 △0 

土地再評価差額金の取崩     7   7 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

          

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 1,219 △0 1,218 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

4,000 2,402 3,793 △4 10,192 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

土地再評価 
差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

177 ― 1,643 △26 1,795 ― 10,768 

連結会計年度中の変動額              

当期純利益             891 

英国子会社の退職給付債務処理
額 

            320 

自己株式の取得             △0 

土地再評価差額金の取崩             7 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△76 △12 △7 65 △31 7 △23 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△76 △12 △7 65 △31 7 1,195 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

101 △12 1,636 39 1,764 7 11,964 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

１ 税金等調整前当期純利益（又は税金

等調整前当期純損失（△）） 
  △861 1,285 

２ 減価償却費   3,163 2,627 

３ 減損損失    3,285 8 

４ 大崎新都心ビル解散損失   200 － 

５ 賞与引当金の増加額   49 320 

６ 退職給付引当金の増加額（又は減少

額（△）） 
  1,515 △112 

７ 役員退職慰労引当金の増加額   21 29 

８ 債務保証損失引当金の増加額（又は

減少額（△）） 
  38 △38 

９ 受取利息及び受取配当金   △36 △47 

10 支払利息   442 251 

11 為替差益   △343 △79 

12 投資有価証券売却益   △183 △0 

13 有形・無形固定資産除売却損   438 360 

14 有形・無形固定資産売却益   △6,187 △382 

15 特別割増退職金   41 316 

16 売上債権の減少額（又は増加額

（△）） 
  △149 888 

17 たな卸資産の減少額   142 78 

18 仕入債務の減少額   △2,131 △27 

19 その他   447 △113 

小計   △107 5,365 

20 利息及び配当金の受取額   31 62 

21 利息の支払額   △607 △252 

22 特別割増退職金の支払額   △41 △316 

23 法人税等の支払額   △37 △89 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △763 4,770 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

１ 定期預金の預入による支出   △37 △19 

２ 定期預金の払戻による収入   35 35 

３ 有形・無形固定資産取得による支出   △5,122 △3,743 

４ 有形・無形固定資産売却による収入   14,097 1,831 

５ 投資有価証券の取得による支出   △0 △97 

６ 投資有価証券の売却による収入   239 20 

７ 貸付けによる支出   ― △30 

８ 貸付金の回収による収入   337 847 

９ 長期前払費用にかかる支出   △9 △1 

10 差入保証金にかかる支出   △207 － 

11 その他   7 16 

投資活動によるキャッシュ・フロー   9,339 △1,139 

 



    
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

１ 短期借入金の純減少額   △3,145 △1,997 

２ 長期借入れによる収入   1,220 1,030 

３ 長期借入金の返済による支出   △7,344 △2,784 

４ 自己株式の売却による収入   73 － 

５ 自己株式の取得による支出   △1 △0 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △9,197 △3,752 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   △254 117 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額   △875 △4 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   1,887 733 

Ⅶ 新規連結による現金及び現金同等物増

加高 
  120 － 

Ⅷ 連結除外による現金及び現金同等物減

少高 
  △400 － 

Ⅸ 現金及び現金同等物の期末残高  ※ 733 728 

     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(1) 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の名称 

株式会社アルティア橋本 

株式会社テクノサッシュ 

株式会社テクノモール 

オリオンテクノ株式会社 

ニッソーサービス株式会社 

HASHIMOTO LIMITED[英国] 

ALTIA AUTOMOTIVE PRODUCTS,INC.[米国] 

①連結子会社の数 ７社 

(1) 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の名称 

株式会社アルティア橋本 

株式会社テクノサッシュ 

オリオンテクノ株式会社 

ニッソーサービス株式会社 

HASHIMOTO LIMITED[英国] 

ALTIA AUTOMOTIVE PRODUCTS,INC.[米国] 

  

①連結子会社の数 ６社 

 前連結会計年度において連結子会社でありま

したH.A.PARTS PRODUCTS OF INDIANA COMPANYは

清算中であり、重要性がなくなったため、連結

の範囲から除いております。ただし、損益計算

書項目については連結しております。 

 また、前連結会計年度において非連結子会社

であったニッソーサービス株式会社は、重要性

が増したことにより当連結会計年度より連結の

範囲に含めております。 

 株式会社テクノモールについては、平成19年

３月22日付で株式会社アルティア橋本と合併し

たため、連結の範囲から除いております。ただ

し、損益計算書項目については連結しておりま

す。 

  

②非連結子会社の名称 

FAS CEBU CORPORATION[比国] 

P.T. ALTIA CLASSIC AUTOMOTIVE 

MANUFACTURING[インドネシア共和国] 

 佛山阿迪雅汽車用品有限公司[中国] 

②非連結子会社の名称 

FAS CEBU CORPORATION[比国] 

P.T. ALTIA CLASSIC AUTOMOTIVE 

MANUFACTURING[インドネシア共和国] 

 佛山阿迪雅汽車用品有限公司[中国] 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社３社は、いずれも小規模会社で

あり、合計の総資産、売上高、当期純損益及び

利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも

連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないた

めであります。 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社３社は、いずれも小規模会社で

あり、合計の総資産、売上高、当期純損益(持分

に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないためであります。 

(2) 持分法の適用に関する事項 

持分法を適用しない非連結子会社の名称 

FAS CEBU CORPORATION 

P.T. ALTIA CLASSIC AUTOMOTIVE 

MANUFACTURING 

佛山阿迪雅汽車用品有限公司 

(2) 持分法の適用に関する事項 

持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名

称 

    （非連結子会社） 

FAS CEBU CORPORATION 

P.T. ALTIA CLASSIC AUTOMOTIVE 

MANUFACTURING 

佛山阿迪雅汽車用品有限公司 

    （関連会社） 

     嘉興敏橋汽車零部件有限公司［中国] 

（持分法を適用しない理由） 

 持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益及

び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体としても重要性がないため持分法の適用

から除外しております。 

（持分法を適用しない理由） 

同左 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社の決算期は、HASHIMOTO LIMITED及びAL

TIA AUTOMOTIVE PRODUCTS,INC.を除き、連結財務諸

表提出会社と同一であります。 

 なお、HASHIMOTO LIMITED及びALTIA AUTOMOTIVE P

RODUCTS,INC.の決算期は12月31日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たっては同日現在の財務

諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要な調整を行っておりま

す。 

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項 

 同左 

(4) 会計処理基準に関する事項 

① 重要な資産の評価基準及び評価方法 

(イ）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は、全部資本直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法により算定） 

(4) 会計処理基準に関する事項 

① 重要な資産の評価基準及び評価方法 

(イ）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は、全部純資産直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(ロ）デリバティブ 

時価法 

(ロ）デリバティブ 

同左 

(ハ）たな卸資産 

商品 

主として移動平均法による原価法 

(ハ）たな卸資産 

商品 

同左 

製品 

主として移動平均法による低価法 

製品 

同左 

仕掛品・部分品・原材料 

主として移動平均法による原価法 

仕掛品・部分品・原材料 

同左 

貯蔵品 

最終仕入原価法 

貯蔵品 

同左 

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

（イ）有形固定資産 

 主として定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降取得した建物

（建物附属設備は除く）については、定額法によ

っております。 

 なお、主な耐用年数は、以下のとおりでありま

す。  

  建物及び構築物     ７～50年  

  機械装置及び運搬具   ４～12年  

  工具器具及び備品    ２～10年  

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

（イ）有形固定資産 

 同左 

（ロ）無形固定資産 

定額法によっております。 

ただし、ソフトウェア（自社利用分）について

は、社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。 

（ロ）無形固定資産 

同左 

③ 重要な繰延資産の処理方法 

創立費 

 商法施行規則の規定する期間（５年間）で均

等償却しております。 

③ 重要な繰延資産の処理方法 

創立費 

毎期均等額（５年）で償却しております。 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

④ 重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しております。 

④ 重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金 

同左 

(ロ）賞与引当金 

 従業員の賞与の支出に備えるため、将来の支

給見込額のうち、当連結会計年度負担額を計上

しております。 

(ロ）賞与引当金 

同左 

(ハ）退職給付引当金 

 従業員及び執行役員の退職金の支給に備える

ため設定しております。従業員部分について

は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会

計年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。 

 会計基準変更時差異（3,534百万円）につい

ては、主として15年による按分額を費用処理し

ております。 

 過去勤務債務については、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による按分額を費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（13年）による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処

理することとしております。なお、英国の連結

子会社については当連結会計年度における発生

額を連結剰余金計算書に利益剰余金の増減額と

して計上しております。 

 また、執行役員部分については、執行役員の

退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく

連結会計年度末要支給額を計上しております。 

（会計方針の変更） 

 連結子会社であるHASHIMOTO LIMITEDは当

連結会計年度より英国の退職給付債務に係る

新しい会計基準を適用しております。この結

果、会計基準変更時差異及び数理計算上の差

異を利益剰余金から直接減額したことによ

り、利益剰余金は1,005百万円減少しまし

た。なお、従来の方法によった場合と比較し

て営業利益、経常利益及び税金等調整前当期

純利益に与える影響は軽微であります。 

 なお、セグメント情報に与える影響は当該

箇所に記載しております。 

(ハ）退職給付引当金 

 従業員及び業務執行責任者の退職金の支給に

備えるため設定しております。従業員部分につ

いては、従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。 

 会計基準変更時差異（3,534百万円）につい

ては、主として15年による按分額を費用処理し

ております。 

 過去勤務債務については、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による按分額を費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（13年）による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処

理することとしております。なお、英国の連結

子会社については当連結会計年度における発生

額を連結株主資本等変動計算書に利益剰余金の

増減額として計上しております。 

 また、業務執行責任者部分については、業務

執行責任者の退職慰労金の支給に備えるため、

内規に基づく連結会計年度末要支給額を計上し

ております。 

（ニ）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規

に基づく連結会計年度末要支給額を計上してお

ります。 

（ニ）役員退職慰労引当金 

同左 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（ホ）債務保証損失引当金 

 債務保証等に係る損失に備えるため、被保

証先の財政状態を勘案し、個別に必要と認め

られる額を計上しております。 

（ホ）      ――――― 

  

   

⑤ 重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

⑤ 重要なリース取引の処理方法 

同左 

⑥ 重要なヘッジ会計の方法 

(イ）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。 

⑥ 重要なヘッジ会計の方法 

(イ）ヘッジ会計の方法 

同左 

(ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

金利スワップ及び金利キャップ 

(ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

同左 

・ヘッジ対象 

借入金 

・ヘッジ対象 

同左 

(ハ）ヘッジ方針 

将来の金利の変動によるリスクを回避するため

に行っております。 

(ハ）ヘッジ方針 

同左 

(ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件

が同一であり、継続して金利の変動による影響

を相殺または一定の範囲に限定する効果が明ら

かに見込まれるため、ヘッジの有効性の判定は

省略しております。 

(ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

⑦ その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

(イ）消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

   （ロ）    ――――― 

⑦ その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

(イ）消費税等の会計処理 

同左 

   （ロ）海外連結子会社が採用している会計処理基準 

 英国連結子会社の財務諸表は英国の会計基準に基

づき、退職給付債務の数理計算上の差異を発生年

度に認識しております。 

(5) 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価については、全

面時価評価法を採用しております。 

(5) 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 

(6) 連結調整勘定の償却に関する事項 

 連結調整勘定は、発生内容の分析に基づき、20年

以内の合理的期間により償却することとしておりま

す。 

（6）         ――――― 

  

（7）        ――――― 

  

(7) のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

 のれんの償却については、20年以内の合理的期間

による定額法により償却を行っております。 

(8) 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

 連結会社の利益処分は、連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成しております。 

（8）        ――――― 

  

(9) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内

に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない短期的な投資からなっております。 

(9) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準）                   ――――― 

当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これにより税金等調整前当期純損失は3,209百万

円増加しております。 

 しかしながら該当資産は当連結会計年度に除売却して

おり、減損処理をしなかった場合は同額の除売却損を計

上する事になることから、実質的には損益に影響を与え

ておりません。 

  

                   ――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

           

                    ――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は11,969百

万円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。  

  

 （ストック・オプション等に関する会計基準等） 

 当連結会計年度より、「ストック・オプション等に

関する会計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月

27日）及び「ストック・オプション等に関する会計基準

の適用指針」(企業会計基準適用指針第11号 平成18年

５月31日）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利益及び税金等調整前当期

純利益はそれぞれ７百万円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に

記載しております。 



表示方法の変更 

追加情報 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（連結損益計算書） 

前連結会計年度まで区分掲記しておりました「受取配当

金」（当連結会計年度は10百万円）は、営業外収益の総額

の100分の10以下となったため、営業外収益の「雑収入」

に含めて表示することにしました。  

――――― 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

        ―――――  中間連結会計期間において、後発事象として記載いた

しました、平成18年11月13日に締結した連結子会社株式

会社テクノモール所有不動産の売買契約ですが、売買の

最終合意に至らず物件の売却を中止しました。なお、株

式会社テクノモールは、平成19年３月22日付で連結子会

社株式会社アルティア橋本に吸収合併されております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 非連結子会社に対するものは次のとおりでありま

す。 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

投資有価証券（株式） 300百万円 投資有価証券（株式）    397百万円

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

56,222百万円 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

      56,068百万円 

※３ 国内連結子会社である株式会社アルティア橋本

は、橋本フォーミング工業株式会社を平成17年２

月１日に吸収合併しており、「土地の再評価に関

する法律」(平成10年３月31日公布法律第34号)に

基づいて再評価された事業用土地を引き継ぎ、土

地再評価差額金から再評価に係る繰延税金負債を

控除した金額を土地再評価差額金として資本の部

に計上しており、合併会社がこれを引き継いでお

ります。 

※３ 国内連結子会社である株式会社アルティア橋本

は、橋本フォーミング工業株式会社を平成17年２

月１日に吸収合併しており、「土地の再評価に関

する法律」(平成10年３月31日公布法律第34号)に

基づいて再評価された事業用土地を引き継ぎ、土

地再評価差額金から再評価に係る繰延税金負債を

控除した金額を土地再評価差額金として純資産の

部に計上しており、合併会社がこれを引き継いで

おります。 

再評価を行った年月日 平成12年３月31日

再評価を行った土地の期末における

時価と再評価後の帳簿価額との差額 
△1,730百万円

再評価を行った年月日 平成12年３月31日

再評価を行った土地の期末における

時価と再評価後の帳簿価額との差額 
   △1,838百万円

再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第４項に定める地

価税法に規定する地価税の課税価格の計算の基礎

となる土地の価額を算定するために国税庁長官が

定めて公表した方法により算定した価額に合理的

な調整を行って算定する方法。 

再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第４項に定める地

価税法に規定する地価税の課税価格の計算の基礎

となる土地の価額を算定するために国税庁長官が

定めて公表した方法により算定した価額に合理的

な調整を行って算定する方法。 

※４ 担保資産及び担保付債務 

下記の資産を、下記債務金額の担保に供しており

ます。 

※４ 担保資産及び担保付債務 

下記の資産を、下記債務金額の担保に供しており

ます。 

  (単位：百万円)

担保 

提供 

資産 

工場 

財団 

土地 3,324 

建物 607 

機械及び装置 1,723 

合計 5,654 

債務 

金額 

長期借入金 2,471 

一年以内に返済予定の長期

借入金 
1,405 

  (単位：百万円)

担保 

提供 

資産 

工場 

財団 

土地 3,324 

建物 692 

機械及び装置 2,071 

合計 6,088 

債務 

金額 

長期借入金 2,099 

一年以内に返済予定の長期

借入金 
620 

なお、このほか下記資産を下記債務金額の担保に

供しております。 

なお、このほか下記資産を下記債務金額の担保に

供しております。 

  (単位：百万円)

担保 

提供 

資産 

土地 2,843 

建物 1,506 

合計 4,349 

債務 

金額 

短期借入金 934 

長期借入金 1,201 

一年以内に返済予定の 

長期借入金 
705 

  (単位：百万円)

担保 

提供 

資産 

土地 2,255 

建物 1,251 

合計 3,506 

 債務 

金額 

長期借入金 237 

一年以内に返済予定の 

長期借入金 
188 

上記の土地のうち1,060百万円、建物のうち741百

万円は、財団抵当の共同担保に供しております。 

上記の土地のうち1,060百万円、建物のうち694百

万円は、財団抵当の共同担保に供しております。 

 



前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

５ 偶発債務 

保証債務 

５ 偶発債務 

保証債務 

  (単位：百万円)

保証先 種類 金額 

従業員 

自動車ローン及

び社員貸付金規

定による銀行借

入保証 

12 

合計 12 

  (単位：百万円)

保証先 種類 金額 

従業員 

自動車ローン及

び社員貸付金規

定による銀行借

入保証 

7 

合計 7 

※６ 発行済株式総数 普通株式 7,998千株

  Ａ種優先株式 3,529千株

 ※６      ――――― 

※７ 自己株式の保有数 

連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、以下のとおりであります。 

 ※７      ――――― 

普通株式 3千株  

※８       ―――――  ※８ 連結会計年度末日満期手形 

 連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当連結会計年度の末日は金融機関の休日であったた

め、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末

残高に含まれております。 

受取手形 193百万円

支払手形 1,274百万円

設備支払手形 

（その他流動負債） 
249百万円

   ９       ――――― ９ 当社及び連結子会社（㈱アルティア橋本）におい

ては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行８

行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結

しております。これら契約に基づく当連結会計年度末

の借入未実行残高は次のとおりであります。  

当座貸越極度額及び貸出

コミットメントの総額 
13,718百万円

借入実行残高 4,123百万円

  差引額 9,595百万円



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 売上原価に算入した低価法による評価減の金額 

210百万円 

※１ 売上原価に算入した低価法による評価減の金額 

   100百万円 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

2,211百万円 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

     2,133百万円 

※３ 固定資産売却益の内訳 ※３ 固定資産売却益の内訳 

土地 4,879百万円

建物及び構築物他 1,307百万円

合計 6,187百万円

土地      356百万円

建物及び構築物他      26百万円

合計      382百万円

※４ 固定資産売却損の内訳 ※４ 固定資産売却損の内訳 

機械装置及び運搬具 3百万円

合計 3百万円

機械装置及び運搬具  14百万円

土地  3百万円

合計  17百万円

※５ 固定資産除却損の内訳 ※５ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 37百万円

機械装置及び運搬具 216百万円

工具器具及び備品 128百万円

無形固定資産(ソフトウェア) 24百万円

その他 28百万円

合計 434百万円

建物及び構築物   26百万円

機械装置及び運搬具    195百万円

工具器具及び備品    110百万円

その他   11百万円

合計    343百万円

※６ 減損損失 ※６ 減損損失 

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グ

ループについて減損損失を計上しました。  

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グ

ループについて減損損失を計上しました。  

用途 種類 場所 
金額 

（百万円）

旧本社 
土地 

建物 

横浜市

戸塚区 
1,515 

H.A.PARTS PRODUCTS 

 OF INDIANA COMPANY 

土地 

建物他 
米国 1,693 

用途 種類 場所 
金額 

（百万円）

ALTIA AUTOMOTIVE PRODUC
TS,INC. 

器具備

品 
米国 8 

当社グループは資産を自動車部品事業について工場毎

に、自動車用品事業その他については、支店毎にグルー

ピングしております。 

当社グループは資産を自動車部品事業について工場毎

に、自動車用品事業その他については、支店毎にグルー

ピングしております。 

旧本社については、新本社への本社機能移転に伴い売

却が決まり遊休資産となりましたので、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、その減少額を減損損失として特別

損失に計上しました。 

北米子会社ALTIA AUTOMOTIVE PRODUCTS,INC.につきま

しては、業績の低迷が続いており収益による回収が困難

と判断されるため、有形固定資産の帳簿価額を全額減損

処理しました。 

北米子会社H.A.PARTS PRODUCTS OF INDIANA COMPANY

についても、生産停止を決めましたので、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、その減少額を「子会社整理損」

として特別損失に計上しております。 

 

回収可能価額は、ともにその正味売却可能価額により

測定しており、売却契約価額により評価しておりま

す。  

 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※７ 子会社整理損   ※７        ――――― 

北米子会社H.A.PARTS PRODUCTS OF INDIANA COMPANY

の生産停止に伴う損失を計上しております。 

  

  

減損損失 1,693百万円

撤退費用等 1,070百万円

為替換算調整勘定他 859百万円

合計 3,623百万円

  

※８ 退職給付制度移行損失  ※８        ――――― 

当社の子会社である株式会社アルティア橋本が加入し

ている日産プリンス連合厚生年金基金は平成17年９月１

日に代行部分の過去分返上の認可を受け、全国日産自動

車販売企業年金基金に移行しました。 

  

それに伴う退職給付引当金の増加額を特別損失に計上

しております。  

  



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

    （注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

    （注）権利行使期間の初日が到来しておりません。 

  

３．配当に関する事項 

該当する事項はありません。 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度末 
株式数（株） 

当連結会計年度 
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末 
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 7,998,643 ― ― 7,998,643 

Ａ種優先株式 3,529,400 ― ― 3,529,400 

合計 11,528,043 ― ― 11,528,043 

自己株式        

普通株式（注） 3,576 655 ― 4,231 

合計 3,576 655 ― 4,231 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株）  
当連結会計
年度末残高
（百万円）前連結会計

年度末 
当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社

（親会社） 

ストック・オプションとして

の新株予約権 
  ― ― ― ― ― 7 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 821 百万円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △88 百万円 

現金及び現金同等物 733 百万円  

現金及び預金勘定 800 百万円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △71 百万円 

現金及び現金同等物 728 百万円  



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 

相当額 
 
減価償却累 

計額相当額 
 

期末残高 

相当額 

  百万円   百万円   百万円 

建物及び 

構築物 
19   17   1 

機械装置 

及び運搬具 
164   132   32 

工具器具 

及び備品 
1,369   638   730 

無形固定資

産(ソフトウ

ェア) 

326   237   89 

合計 1,880   1,025   854 

  
取得価額 

相当額 
 
減価償却累 

計額相当額 
 

期末残高 

相当額 

  百万円   百万円   百万円 

機械装置 

及び運搬具 
63   31   32 

工具器具 

及び備品 
1,944   1,099   845 

無形固定資

産(ソフトウ

ェア) 

150   113   36 

合計 2,158   1,244   914 

② 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 589百万円

１年超 287百万円

計 877百万円

１年以内    679百万円

１年超    246百万円

計    926百万円

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 512百万円

減価償却費相当額 482百万円

支払利息相当額 23百万円

支払リース料    876百万円

減価償却費相当額    842百万円

支払利息相当額   23百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

・利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

・利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年以内 58百万円

１年超 123百万円

計 182百万円

１年以内   99百万円

１年超    124百万円

計    223百万円

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

前連結会計年度 

１ 売買目的有価証券(平成18年３月31日現在) 

該当事項はありません。 

２ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成18年３月31日現在) 

該当事項はありません。 

３ その他有価証券で時価のあるもの(平成18年３月31日現在) 

４ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年４月１日  至 平成18年３月31日） 

５ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成18年３月31日現在) 

(1) 満期保有目的の債券 

該当事項はありません。 

(2) その他有価証券 

６ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券のうち今後の償還予定額 

（平成18年３月31日現在） 

種類 
取得原価 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの) 
      

(1) 株式 213 489 275 

(2) 債券 ― ― ― 

①国債・地方債等 ― ― ― 

②社債 ― ― ― 

③その他 ― ― ― 

(3) その他 ― ― ― 

小計 213 489 275 

(連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの) 
      

(1) 株式 ― ― ― 

(2) 債券 ― ― ― 

①国債・地方債等 ― ― ― 

②社債 ― ― ― 

③その他 ― ― ― 

(3) その他 ― ― ― 

小計 ― ― ― 

合計 213 489 275 

売却額 
(百万円) 

売却益の合計額 
(百万円) 

売却損の合計額 
(百万円) 

239 183 ― 

非上場株式 166百万円 

割引金融債 19百万円 

割引金融債  一年超五年以内  19百万円 



当連結会計年度 

１ 売買目的有価証券(平成19年３月31日現在) 

該当事項はありません。 

２ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成19年３月31日現在) 

該当事項はありません。 

３ その他有価証券で時価のあるもの(平成19年３月31日現在) 

４ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成18年４月１日  至 平成19年３月31日） 

５ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成19年３月31日現在) 

(1) 満期保有目的の債券 

該当事項はありません。 

(2) その他有価証券 

種類 
取得原価 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの) 
      

(1) 株式 214 357 142 

(2) 債券 － － － 

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 

(3) その他 － － － 

小計 214 357 142 

(連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの) 
      

(1) 株式 － － － 

(2) 債券 － － － 

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 

(3) その他 － － － 

小計 － － － 

合計 214 357 142 

売却額 
(百万円) 

売却益の合計額 
(百万円) 

売却損の合計額 
(百万円) 

20 0 － 

非上場株式 140百万円 



（デリバティブ取引関係） 

１ 取引の状況に関する事項 

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(平成18年３月31日現在) 

デリバティブ取引は、すべてヘッジ会計を適用しているため記載すべきものはありません。 

当連結会計年度(平成19年３月31日現在) 

デリバティブ取引は、すべてヘッジ会計を適用しているため記載すべきものはありません。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(1) 取引内容 

当社グループが行っているデリバティブ取引は金利

スワップ及び金利キャップであります。 

(1) 取引内容 

同左 

(2) 取引に対する取組方針 

実質金利引下げにつながる取引に限定する方針であ

ります。 

(2) 取引に対する取組方針 

同左 

(3) 取引の利用目的 

金利スワップ及び金利キャップは、借入金を固定金

利で調達する際に実質金利を引き下げるために利用

しております。 

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

(3) 取引の利用目的 

同左  

  

(イ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

金利スワップ及び金利キャップ 

ヘッジ対象 

借入金 

(イ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

ヘッジ対象 

同左 

(ロ）ヘッジ方針 

将来の金利の変動によるリスクを回避するために

行っております。 

(ロ）ヘッジ方針 

同左 

(ハ）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同

一であり、継続して金利の変動による影響を相殺

または一定の範囲に限定する効果が明らかに見込

まれるため、ヘッジの有効性の判定は省略してお

ります。 

(ハ）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4) 取引に係るリスク内容 

当社グループが利用している金利スワップ及び金利

キャップは、固定調達金利の引き下げを図ったもの

であり、リスクはありません。 

(4) 取引に係るリスク内容 

同左 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

当社グループはデリバティブ取引を調達金利引き下

げの目的で行っており、各取引に係る契約締結業務

は財務部が担当しております。 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

同左 



（退職給付関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日現在） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度と

して、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設け

ております。また、一部の海外連結子会社でも確定

給付型の制度を設けております。なお、株式会社ア

ルティア橋本は連合型の厚生年金基金(日産プリンス

連合厚生年金基金)に加入しておりましたが、平成17

年９月１日に代行部分の過去分返上の認可を受け、

全国日産自動車販売企業年金基金に移行いたしまし

た。 

 なお、株式会社アルティア橋本は平成18年４月１

日より退職金に関する規程を改定し、適格年金を廃

止、全国日産自動車販売企業年金基金を脱退し、新

たに確定給付型年金制度(キャッシュバランスプラ

ン)に移行いたしました。これによる影響は重要な後

発事象に記載しております。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社株式会社アルティア橋本

は、確定給付型年金制度（キャッシュバランスプラ

ン）及び退職一時金制度を設けております。また、

一部の海外連結子会社でも確定給付型の制度を設け

ております。 

２ 退職給付債務に関する事項 ２ 退職給付債務に関する事項 

①退職給付債務 △15,386百万円

②年金資産 4,395百万円

③未積立退職給付債務 

(①＋②) 
△10,991百万円

④会計基準変更時差異の未処理額 2,078百万円

⑤未認識数理計算上の差異 1,776百万円

⑥過去勤務債務の未処理額  △566百万円

⑦退職給付引当金 △7,703百万円

①退職給付債務 △14,779百万円

②年金資産   5,172百万円

③未積立退職給付債務 

(①＋②) 
 △9,607百万円

④会計基準変更時差異の未処理額    1,835百万円

⑤未認識数理計算上の差異      188百万円

⑥過去勤務債務の未処理額   178百万円

⑦退職給付引当金 △7,404百万円

(注)日産プリンス連合厚生年金基金においては自社

の拠出に対応する年金資産が合理的に計算できない

ため、当該年金基金への要拠出額を退職給付費用と

して処理しておりましたが、全国日産自動車販売企

業年金基金への移行に伴う退職給付引当金増加額を

特別損失として処理しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項 ３ 退職給付費用に関する事項 

退職給付費用 1,328百万円

①勤務費用 696百万円

②利息費用 337百万円

③数理計算上の差異の費用処理額 224百万円

④会計基準変更時差異の費用処理

額 
230百万円

⑤過去勤務債務の費用処理額 △35百万円

⑥期待運用収益 △155百万円

⑦連合型の厚生年金基金への拠出

金 
29百万円

退職給付費用    1,113百万円

①勤務費用    699百万円

②利息費用    359百万円

③数理計算上の差異の費用処理額    ―百万円

④会計基準変更時差異の費用処理

額 
   242百万円

⑤過去勤務債務の費用処理額   19百万円

⑥期待運用収益    △208百万円

 



前連結会計年度 
（平成18年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日現在） 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 2.0％

③期待運用収益率 3.0％

④数理計算上の差異の処理年数  

発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定年数 

(英国の連結子会社ついては当連

結会計年度における発生額を連

結剰余金計算書に利益剰余金の

増減額として計上しておりま

す。) 

13年

⑤会計基準変更時差異の処理年数 

（当連結会計年度において、英

国の連結子会社において発生し

た会計基準変更時差異について

は全額を利益剰余金から減額し

ております。）  

15年

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 2.0％

③期待運用収益率 3.0％

④数理計算上の差異の処理年数  

発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定年数 

(英国の連結子会社ついては当連

結会計年度における発生額を連

結株主資本等変動計算書に利益

剰余金の増減額として計上して

おります。) 

13年

⑤会計基準変更時差異の処理年数 15年

  ⑥過去勤務債務の償却年数        10年   ⑥過去勤務債務の償却年数        10年 



（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

        1.ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

       販売費及び一般管理費   ７百万円 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

 
平成17年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 当会社及び子会社の取締役、執行役、

及び使用人 68名 

当会社及び子会社の取締役、執行役、

及び使用人 22名 

ストック・オプション数 普通株式  467,000株 普通株式  250,000株 

付与日 平成17年７月20日 平成18年７月26日 

権利確定条件 ①付与対象者との間で取り交わされた

「新株予約権割当契約書」に定める

コミットメント及びターゲットの達

成 

②平成17年４月以降、平成19年７月20

日まで継続して勤務していること 

①付与対象者との間で取り交わされた

「新株予約権割当契約書」に定める

コミットメント及びターゲットの達

成 

②付与日（平成18年７月26日）以降、

権利確定日（平成20年７月26日）ま

で継続して勤務していること 

対象勤務期間 平成17年４月１日から 

平成18年３月31日まで 

平成18年４月１日より 

平成19年３月31日まで 

権利行使期間 平成19年７月１日より 

平成24年６月30日まで 

平成20年７月27日より 

平成25年６月30日まで 

 
平成17年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）     

前連結会計年度末 467,000 ― 

付与 ― 250,000 

失効 467,000 ― 

権利確定 ― ― 

未確定残 ― 250,000 

権利確定後      （株）     

前連結会計年度末 ― ― 

権利確定 ― ― 

権利行使 ― ― 

失効 ― ― 

未行使残 ― ― 



② 単価情報 

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

 当連結会計年度において付与された平成18年ストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法

は以下のとおりであります。  

①使用した評価技法      ブラック・ショールズ式 

②主な基礎数値及び見積方法 

（※）１．２年２ヶ月間（平成16年５月から平成18年６月まで）の月末株価実績に基づき算定しておりま

す。 

２．十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点において

行使されるものと推定して見積もっております。  

３．予想残存期間に対応する期間に対する国債の利回りであります。  

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

 基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、全件が権利確定するものとして見積もっ

ております。 

次へ 

 
平成17年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 913 624 

行使時平均株価     （円） ― ― 

公正な評価単価（付与日）（円） ― 84 

  
平成18年 

ストック・オプション 

株価変動性（注）１．  28％ 

予想残存期間（注）２．  ４年６ヶ月 

無リスク利子率（注）３．  1.35％ 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日現在） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産）  

繰越欠損金 332百万円

退職給付引当金損金算入限

度超過額 
2,710百万円

賞与引当金損金算入限度超

過額 
225百万円

固定資産未実現利益 109百万円

棚卸資産評価損 120百万円

その他 408百万円

繰延税金資産小計 3,905百万円

評価性引当額 △425百万円

繰延税金資産合計 3,479百万円

   

（繰延税金負債）  

固定資産圧縮積立金 494百万円

その他有価証券評価差額金 81百万円

繰延税金負債合計 575百万円

   

繰延税金資産の純額 2,904百万円

（繰延税金資産）  

繰越欠損金    252百万円

退職給付引当金損金算入限

度超過額 
   2,643百万円

賞与引当金損金算入限度超

過額 
   363百万円

固定資産未実現利益    109百万円

棚卸資産評価損    153百万円

その他  334百万円

繰延税金資産小計    3,856百万円

評価性引当額   △407百万円

繰延税金資産合計    3,449百万円

   

（繰延税金負債）  

固定資産圧縮積立金    407百万円

その他有価証券評価差額金   15百万円

繰延税金負債合計    423百万円

   

繰延税金資産の純額    3,025百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載し

ておりません。 

法定実効税率 40.7％ 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.0％ 

住民税均等割額 2.3％ 

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 
△0.2％ 

評価性引当金の減少 △5.1％ 

連結会社間貸倒引当金の調整 △7.1％ 

その他 △1.0％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 30.6％ 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日  至 平成18年３月31日） 

 （注）１ 資産のうち、消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は3,650百万円であり、その主なものは、子会

社での余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門の資産等であります。 

２ 事業区分の方法及び各事業の主な商品または製品の名称 

(1）事業区分の方法 

商品または製品の種類別区分によっております。 

(2）各事業の主な商品または製品の名称 

① 自動車部品事業………樹脂部品等 

② 自動車用品事業………カーアクセサリー類等 

③ 自動車関連機器事業…自動車整備用機械工具、自動車生産用機器等 

④ その他の事業…………不動産賃貸業、倉庫荷役、ビル管理業等 

３ 会計処理方法の変更 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「（4）会計処理基準に関する事項」に記載のとお

り、連結子会社であるHASHIMOTO LIMITED社は当連結会計年度より英国の退職給付債務に係る新しい会計基

準を適用しております。この変更による自動車部品事業の営業利益に与える影響は軽微であります。 

  
自動車部品

事業 
（百万円） 

自動車用品
事業 

（百万円）

自動車関連
機器事業 
（百万円）

その他の 
事業 

（百万円）

計 
（百万円）

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1）外部顧客に対する 

売上高 
45,447 20,510 21,540 302 87,801 ― 87,801 

(2）セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
―  13 ― 801 815 (815) ― 

計 45,447 20,524 21,540 1,104 88,617 (815) 87,801 

営業費用 46,055 19,706 21,645 1,023 88,431 (782) 87,649 

営業利益（又は営業 

損失(△)） 
△607 817 △104 80 185 (32) 152 

Ⅱ 資産、減価償却費、減

損損失及び資本的支出 
              

資産 33,007 8,010 9,470 738 51,226 3,650 54,877 

減価償却費 2,813 144 182 22 3,163 ― 3,163 

減損損失  3,209 ― ― ― 3,209 ― 3,209 

資本的支出 4,982 129 162 64 5,338 ― 5,338 



当連結会計年度（自 平成18年４月１日  至 平成19年３月31日） 

 （注）１ 資産のうち、消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は3,908百万円であり、その主なものは、子会

社での余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門の資産等であります。 

２ 事業区分の方法及び各事業の主な商品または製品の名称 

(1）事業区分の方法 

商品または製品の種類別区分によっております。 

(2）各事業の主な商品または製品の名称 

① 自動車部品事業………樹脂部品等 

② 自動車用品事業………カーアクセサリー類等 

③ 自動車関連機器事業…自動車整備用機械工具、自動車生産用機器等 

④ その他の事業…………不動産賃貸業、倉庫荷役、ビル管理業等 

３ 会計処理方法の変更 

（ストックオプション等に関する会計基準) 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「ストッ

ク・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）及び「ストック・オプシ

ョン等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第11号 平成18年５月31日）を適用しており

ます。この変更に伴い、従来の方法に比べて「その他の事業」で７百万円営業費用が増加し、営業利益が同

額減少しております。 

  
自動車部品

事業 
（百万円） 

自動車用品
事業 

（百万円）

自動車関連
機器事業 
（百万円）

その他の 
事業 

（百万円）

計 
（百万円）

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1）外部顧客に対する 

売上高 
39,853 17,857 22,665 143 80,520 ― 80,520 

(2）セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
－  3 － 697 700 (700) － 

計 39,853 17,861 22,665 841 81,221 (700) 80,520 

営業費用 38,767 17,475 22,666 716 79,626 (582) 79,044 

営業利益（又は営業 

損失(△)） 
1,085 385 △1 124 1,594 (118) 1,476 

Ⅱ 資産、減価償却費、減

損損失及び資本的支出 
              

資産 31,690 7,186 9,635 674 49,186 3,908 53,094 

減価償却費 2,266 151 185 24 2,627 － 2,627 

減損損失  － 8 － － 8 － 8 

資本的支出 4,024 117 117 10 4,270 － 4,270 



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日  至 平成18年３月31日） 

 （注) １ 資産のうち、消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は3,650百万円であり、その主なものは、子会

社での余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門の資産等であります。 

２ 国または地域の区分の方法及び各区分に属する主な国または地域 

(1) 国または地域の区分の方法 

国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

(2) 各区分に属する主な国または地域 

① 北米………………アメリカ 

② 欧州………………イギリス 

３ 会計処理方法の変更 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「（4）会計処理基準に関する事項」に記載のとお

り、連結子会社であるHASHIMOTO LIMITED社は当連結会計年度より英国の退職給付債務に係わる新しい会計

基準を適用しております。この変更による欧州の営業利益に与える影響は軽微です。   

  
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円） 
欧州 

（百万円） 
計 

（百万円） 

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1) 外部顧客に対する 

売上高 
77,719 4,875 5,206 87,801 ― 87,801 

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
868 51 0 919 (919) ― 

計 78,587 4,927 5,206 88,721 (919) 87,801 

営業費用 77,032 5,995 5,653 88,681 (1,031) 87,649 

営業利益(又は営業 

損失(△)) 
1,555 △1,068 △447 40 112 152 

Ⅱ 資産 52,802 268 3,707 56,778 (1,901) 54,877 



当連結会計年度（自 平成18年４月１日  至 平成19年３月31日） 

 （注) １ 資産のうち、消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は3,908百万円であり、その主なものは、子会

社での余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門の資産等であります。 

２ 国または地域の区分の方法及び各区分に属する主な国または地域 

(1) 国または地域の区分の方法 

国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

(2) 各区分に属する主な国または地域 

① 北米………………アメリカ 

② 欧州………………イギリス 

３ 会計処理方法の変更 

（ストックオプション等に関する会計基準） 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「ストッ

ク・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）及び「ストック・オプシ

ョン等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第11号 平成18年５月31日）を適用しており

ます。この変更に伴い、従来の方法に比べて「日本」で７百万円営業費用が増加し、営業利益が同額減少し

ております。 

  
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円） 
欧州 

（百万円） 
計 

（百万円） 

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1) 外部顧客に対する 

売上高 
74,505 93 5,921 80,520 － 80,520 

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
405 0 － 405 (405)  － 

計 74,911 93 5,921 80,925 (405)  80,520 

営業費用 73,070 221 6,166 79,459 (415)  79,044 

営業利益(又は営業 

損失(△)) 
1,840 △128 △245 1,466 9 1,476 

Ⅱ 資産 49,426 236 3,981 53,644 (550)  53,094 



【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日  至 平成18年３月31日） 

 （注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

２ 国または地域の区分の方法及び各区分に属する主な国または地域 

(1）国または地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 

(2）各区分に属する主な国または地域 

① 北米………………アメリカ 

② 欧州………………イギリス、ドイツ、スペイン、フランス、ポルトガル 

③ その他の地域……台湾、メキシコ、インドネシア他 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日  至 平成19年３月31日） 

 （注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

２ 国または地域の区分の方法及び各区分に属する主な国または地域 

(1）国または地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 

(2）各区分に属する主な国または地域 

① 北米………………アメリカ 

② 欧州………………イギリス、ドイツ、スペイン、フランス、ポルトガル、ベルギー 

③ その他の地域……台湾、メキシコ、インドネシア他 

  北米 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 4,788 5,363 1,241 11,393 

Ⅱ 連結売上高(百万円)       87,801 

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
5.5 6.1 1.4 13.0 

  北米 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 399 6,069 940 7,409 

Ⅱ 連結売上高(百万円)       80,520 

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
0.5 7.5 1.2 9.2 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日  至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日  至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 971.70円 １株当たり純資産額 1,120.33円

１株当たり当期純利益金額 27.65円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額 
21.96円

１株当たり当期純利益金額   77.36円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額 
  61.48円

１株当たり純資産額については、期末純資産額から

「期末優先株式数×850円」を控除した金額を期末発行済

普通株式数（「自己株式」を除く）で除して計算してお

ります。 

１株当たり純資産額については、期末純資産額から

「期末優先株式数×850円」を控除した金額を期末発行済

普通株式数（「自己株式」を除く）で除して計算してお

ります。 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額      

当期純利益(百万円) 317 891 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

普通株式及び普通株式と同等の株式に 

係る当期純利益(百万円) 
317 891 

普通株式及び普通株式と同等の株式の 

期中平均株式数の種類別の内訳(株) 
    

普通株式 7,960,204 7,994,769 

Ａ種優先株式 3,529,400 3,529,400 

普通株式及び普通株式と同等の株式に 

係る期中平均株式数(株) 
11,489,604 11,524,169 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

 当期純利益調整額（百万円） ― ― 

 普通株式増加数(株） 2,978,170 

Ａ種優先株式については期首転換

価格を基に計算しております。 

2,978,170 

Ａ種優先株式については期首転換

価格を基に計算しております。 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

新株予約権の数(個)   

  4,670

新株予約権の数(個)   

  2,500

  平成17年６月29日定時株主総会決

議に基づくストックオプションで

あります。 

詳細については、第４提出会社の

状況１株式等の状況（2）新株予約

権等の状況に記載のとおりであり

ます。 

平成18年６月29日定時株主総会決

議に基づくストックオプションで

あります。 

詳細については、第４提出会社の

状況１株式等の状況（2）新株予約

権等の状況に記載のとおりであり

ます。 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日  至 平成18年３月31日） 

連結子会社の退職金制度の改定について 

 国内連結子会社である株式会社アルティア橋本は平成18年４月１日より退職金制度を改定しており、同日

をもって適格退職年金制度を廃止、全国日産自動車販売企業年金基金を脱退し、新たに確定給付企業年金法

による規約型確定給付企業年金制度に移行、キャッシュバランスプランを採用するとともにポイント制を導

入し給付水準の見直しを行なっております。 

 これらの改定により、退職給付会計における退職給付債務額が1,010百万円減少し、同額の過去勤務債務

が発生しております。なお、過去勤務債務は、発生時の従業員の平均残存勤務期間内の10年による定額法に

より按分した額を費用減額処理することとしております。 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日  至 平成19年３月31日） 

エム・エイチ・インベストメント株式会社による当社株式等に関する公開買付けについて 

 当社は、平成19年６月19日開催の取締役会において、エム・エイチ・インベストメント株式会社（以下、

「公開買付者」といいます。）による当社株式等に対する公開買付け（以下、「本公開買付け」といいま

す。）について、賛同の意を表明することを決議しております。 

（1）公開買付者の概要 

（2） 公開買付けの概要 

（3） 公開買付けに関する意見の内容及び理由 

 当社は、①当社グループの現況に鑑みて、厳しい経営環境の変化に柔軟に対応しつつ大胆な施策展開

も含めた将来の成長路線の礎を築くためには機動的な意思決定が不可欠であること、②当社普通株式に

は、当社Ａ種優先株式の普通株式への転換がなされた場合における潜在的な上場廃止リスクがあるこ

と、及び③本公開買付けにおける買付価格は、当社普通株式1株あたり875円、第３回新株予約権１個に

つき23,800円となる予定であり、買付価格は妥当であると判断されることを踏まえ、本公開買付けは当

社の企業価値の観点から最善の選択であって株主共同の利益に資するものであると判断し、本公開買付

けに賛同することといたしました。 

 なお、公開買付者は、本公開買付けにおいて買付けを行う株券等の数に上限を設定していないため、

本公開買付けの結果、株式会社東京証券取引所の株券上場廃止基準に該当した場合、当社の普通株式

は、所定の手続を経て上場廃止となる可能性があります。 

① 商号 エム・エイチ・インベストメント株式会社  

② 事業内容  有価証券の保有及びこれに関連付帯する一切の事業  

③ 設立  平成５年10月27日  

④ 本店所在地  東京都千代田区丸の内二丁目３番２号郵船ビルディング  

⑤ 代表者  大畑 康壽  

⑥ 資本金  410百万円  

⑦ 大株主及び持株比率  MH Capital PartnersⅡ, L.P.（98.76％） 

FBF2000, L.P.（1.24％） 

⑧ 当社との関係  FBF2000, L.P.（以下、「FBF2000」といいます。）と

MH Capital PartnersⅡ, L.P. （以下、「MHCPⅡ」といいます。）の両投

資ファンドに発行済株式の100%を保有されている買収目的会社であり、既

に、FBF2000及びMHCPⅡとあわせ、当社の総議決権数の３分の２以上にあ

たる66.9％を保有しております。  

① 買付けを行う株券等の種類 普通株式、新株予約権 

② 買付け等の期間 平成19年６月20日から平成19年７月23日まで 

③ 大株主及び持株比率  普通株式：1株につき875円 

新株予約権：1個につき23,800円 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり

であります。 

(2）【その他】 

該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

平均利率 
(％) 

返済期限 

短期借入金 7,074 5,010 1.15 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 2,679 1,428 3.73 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定のもの

を除く。) 
3,913 3,698 2.27 平成27年５月 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

合計 13,667 10,138 ― ― 

区分 
１年超２年以内 

(百万円) 
２年超３年以内 

(百万円) 
３年超４年以内 

(百万円) 
４年超５年以内 

(百万円) 

長期借入金 846 793 724 710 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  18 32 

２ 前払費用  2 3 

３ 繰延税金資産  0 0 

４ 短期貸付金 ※４ 4,834 2,626 

５ その他 ※４ 14 13 

流動資産合計  4,871 29.0 2,675 18.4

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 ※１   

(1) 工具器具及び備品  0 0 

有形固定資産合計  0 0.0 0 0.0

２ 無形固定資産    

(1) ソフトウェア  1 0 

無形固定資産合計  1 0.0 0 0.0

３ 投資その他の資産    

(1) 関係会社株式  11,342 11,342 

(2) 繰延税金資産  18 32 

(3) 関係会社長期貸付金  520 440 

(4) その他  0 0 

投資その他の資産合計  11,880 70.8 11,815 81.5

固定資産合計  11,882 70.8 11,816 81.5

Ⅲ 繰延資産    

１ 創立費  28 18 

繰延資産合計  28 0.2 18 0.1

資産合計  16,782 100.0 14,510 100.0

     
 



   
前事業年度 

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 短期借入金 ※４  4,720 2,513 

２ 一年以内に返済予定の
長期借入金 

 80 80 

３ 未払金  0 0 

４ 未払費用 ※４ 13 15 

５ 未払法人税等  11 6 

６ 未払消費税等  4 2 

７ 預り金  0 0 

８ 前受収益 ※４ 17 - 

流動負債合計  4,846 28.9 2,618 18.1

Ⅱ 固定負債    

１ 役員退職慰労引当金  45 73 

２ 長期借入金  520 440 

固定負債合計  565 3.4 513 3.5

負債合計  5,412 32.3 3,131 21.6

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※２ 4,000 23.8 - -

Ⅱ 資本剰余金    

１ 資本準備金  7,342 -   

資本剰余金合計  7,342 43.7 - -

Ⅲ 利益剰余金    

１ 当期未処分利益  31 -   

利益剰余金合計  31 0.2 - -

Ⅳ 自己株式 ※３ △3 △0.0 - -

資本合計  11,369 67.7 - -

負債・資本合計  16,782 100.0 - -

     
 



   
前事業年度 

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金     － －   4,000 27.6 

２ 資本剰余金               

(1）資本準備金   －     7,342     

資本剰余金合計      － －   7,342 50.6 

３ 利益剰余金               

(1）その他利益剰余金               

繰越利益剰余金   －     33     

利益剰余金合計      － －   33 0.2 

４ 自己株式     － －   △4 △0.0 

株主資本合計      － －   11,371 78.4 

Ⅱ 新株予約権     － －   7 0.0 

純資産合計      － －   11,379 78.4 

負債純資産合計      － －   14,510 100.0 

               



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比 
(％) 

Ⅰ 営業収益    

１ 経営管理料 ※１ 195 213   

２ 金融手数料 ※１ 53 249 100.0 39 253 100.0

Ⅱ 営業費用    

１ 一般管理費 
※１ 
※２ 

198 198 79.5 237 237 93.7

営業利益  51 20.5 16 6.3

Ⅲ 営業外収益    

１ 受取利息 ※１ 46 55   

２ その他  0 46 18.8 0 56 22.2

Ⅳ 営業外費用    

１ 支払利息  47 55   

２ 創立費償却  9 9   

３ その他  3 60 24.2 - 65 25.7

経常利益  37 15.1 7 2.8

Ⅴ 特別損失    

 １ 本社移転費用  0 -   

 ２ 会社再編費用  - 0 0.3 1 1 0.6

税引前当期純利益  37 14.8 5 2.2

法人税、住民税及び 
事業税 

 20 17   

法人税等調整額  △6 13 5.4 △14 3 1.3

当期純利益  23 9.4 2 0.9

前期繰越利益  7 ― 

当期未処分利益  31 ― 

     



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

（注）（ ）内は、株主総会承認日であります。 

株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

   
前事業年度 

(平成18年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益  31

Ⅱ 次期繰越利益  31

   

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 

資本剰余金 
合計 

その他利益 
剰余金 

利益剰余金 
合計 

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

4,000 7,342 7,342 31 31 △3 11,369 

事業年度中の変動額              

当期純利益       2 2   2 

自己株式の取得           △0 △0 

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額（純額） 

              

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － － 2 2 △0 1 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

4,000 7,342 7,342 33 33 △4 11,371 

  新株予約権 純資産合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

－ 11,369 

事業年度中の変動額    

当期純利益   2 

自己株式の取得   △0 

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額（純額） 

7 7 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

7 9 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

7 11,379 



重要な会計方針 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式 

移動平均法による原価法 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。 

 主な耐用年数は以下のとおりであります。 

 工具器具及び備品          ５年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。 

 主な耐用年数は以下のとおりであります。 

 工具器具及び備品        ５～８年 

(2) 無形固定資産 

定額法によっております。 

ただし、ソフトウェア(自社利用分)について

は、社内における利用可能期間(５年)に基づく

定額法によっております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

  

３ 繰延資産の処理方法 

創立費 

商法施行規則の規定する期間(５年間)で均等償

却しております。 

３ 繰延資産の処理方法 

創立費 

毎期均等額（５年）で償却しております。 

４ 引当金の計上基準 

(1) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計上しております。 

４ 引当金の計上基準 

(1) 役員退職慰労引当金 

同左 

５ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

５ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

同左 



会計処理方法の変更 

追加情報 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準）           ――――― 

当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響はありません。 

  

         ――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

  

         ――――― 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は11,371百

万円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 

  

（ストック・オプション等に関する会計基準等） 

 当事業年度より、「ストック・オプション等に関す

る会計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27

日）及び「ストック・オプション等に関する会計基準の

適用指針」(企業会計基準適用指針第11号 平成18年５

月31日）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利益及び税引前当期純利益

がそれぞれ７百万円減少しております。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

        ―――――  当社グループは、グループの収益の増強、効率性の向

上を図るために、平成19年２月14日開催の取締役会にお

いて、当社子会社（株）アルティア橋本の機工・機器・

パワー事業を会社分割によりオリオンテクノ（株）に承

継させ、同時に（株）アルティア橋本の部品・用品事業

を当社が吸収合併することによりグループ再編を行うこ

とを決議致しました。かかる会社分割及び合併の諸条件

につきましては、詳細を検討中であります。 

 なお、会社分割及び合併の期日は平成19年10月１日を

予定しております。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

0百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

0 百万円 

※２ 発行する株式総数 普通株式 42,000千株

  Ａ種優先株式 4,000千株

発行済株式総数 普通株式 7,998千株

  Ａ種優先株式 3,529千株

※２  ―――――  

                

     

     

※３ (自己株式の保有数)  

普通株式   3千株

※３           ―――――  

     

※４ 関係会社に対する債権債務 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係

会社に対するものは次のとおりであります。 

短期貸付金 4,834百万円 

その他 8百万円 

未払費用 11百万円 

前受収益 17百万円 

※４ 関係会社に対する債権債務 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係

会社に対するものは次のとおりであります。 

短期貸付金     2,626百万円 

その他 11百万円 

未払費用   10百万円 

短期借入金   50百万円 

  ５ 偶発債務 

保証債務 

  (単位：百万円)

保証先 種類 金額 

㈱テクノサッシュ 銀行借入金 43 

合計 43 

  ５ 偶発債務 

保証債務 

  (単位：百万円)

保証先 種類 金額 

㈱テクノサッシュ 銀行借入金 33 

合計 33 

  ６ 当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行７行と当座貸越契約及び貸出コミットメ

ント契約を締結しております。これら契約に基づく当

事業年度末の借入未実行残高は次のとおりでありま

す。  

当座貸越極度額及び貸出

コミットメントの総額 
10,468百万円

借入実行残高 2,463百万円

  差引額 8,005百万円



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 関係会社との取引 

関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。 

※１ 関係会社との取引 

関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。 

経営管理料 195百万円

金融手数料 53百万円

一般管理費 21百万円

受取利息 46百万円

経営管理料    213百万円

金融手数料   39百万円

一般管理費   27百万円

受取利息   55百万円

※２ 一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりで

あります。 

※２ 一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりで

あります。 

役員報酬 98百万円

給料手当 2百万円

役員退職慰労引当金繰入額 26百万円

福利厚生費 0百万円

賃借料 3百万円

手数料 45百万円

役員報酬   110百万円

給料手当  10百万円

役員退職慰労引当金繰入額   27百万円

福利厚生費  4百万円

賃借料  10百万円

手数料   51百万円

株式報酬費用   7百万円



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

    （注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。 

（リース取引関係） 

前事業年度（平成18年３月31日現在） 

該当事項はありません。 

当事業年度（平成19年３月31日現在） 

該当事項はありません。 

（有価証券関係） 

前事業年度（平成18年３月31日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当事業年度（平成19年３月31日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（税効果会計関係） 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式 （注） 3,576 655 ― 4,231 

合計 3,576 655 ― 4,231 

前事業年度 
(平成18年３月31日) 

当事業年度 
(平成19年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産） 

事業税 0百万円

役員退職慰労引当金損金

算入限度超過額 
18百万円

繰延税金資産合計 19百万円

事業税  0百万円

役員退職慰労引当金損金

算入限度超過額 
  29百万円

 株式報酬費用 3百万円

繰延税金資産合計   33百万円

（繰延税金負債） （繰延税金負債） 

繰延税金負債合計 ―百万円

   

繰延税金資産の純額 19百万円

繰延税金負債合計 ―百万円

   

繰延税金資産の純額   33百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入され

ない項目 
0.4％

住民税均等割額 3.2％

還付 △7.6％

その他 △0.3％

税効果会計適用後の法人税等の 

負担率 
36.4％

法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入され

ない項目 
0.2％

住民税均等割額 22.1％

その他 △2.8％

税効果会計適用後の法人税等の 

負担率 
60.2％



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,046.85円 

１株当たり当期純利益金額 2.04円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額 
1.62円 

１株当たり純資産額        1,047.16円 

１株当たり当期純利益金額    0.19円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額 
    0.15円 

１株当たり純資産額については、期末純資産額から

「期末優先株式数×850円」を控除した金額を期末発行済

普通株式数（「自己株式」を除く）で除して計算してお

ります。 

１株当たり純資産額については、期末純資産額から

「期末優先株式数×850円」を控除した金額を期末発行済

普通株式数（「自己株式」を除く）で除して計算してお

ります。 

項目 
前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額      

当期純利益（百万円） 23 2 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 

普通株式及び普通株式と同等の株式に 

係る当期純利益（百万円） 
23 2 

普通株式及び普通株式と同等の株式の 

期中平均株式数の種類別の内訳（株） 
    

普通株式 7,995,858 7,994,769 

Ａ種優先株式 3,529,400 3,529,400 

普通株式及び普通株式と同等の株式に 

係る期中平均株式数（株） 
11,525,258 11,524,169 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

純利益調整額（百万円） ― ― 

普通株式増加数（株） 2,978,170 

Ａ種優先株式については、期首転

換価格を基に計算しております。 

2,978,170 

Ａ種優先株式については、期首転

換価格を基に計算しております。 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

新株予約権の数(個)   

  4,670 

新株予約権の数(個)   

  2,500 

  平成17年6月29日定時株主総会決議

に基づくストックオプションであ

ります。 

詳細については、第４提出会社の

状況１株式等の状況（2）新株予約

権等の状況に記載のとおりであり

ます。 

平成18年6月29日定時株主総会決議

に基づくストックオプションであ

ります。 

詳細については、第４提出会社の

状況１株式等の状況（2）新株予約

権等の状況に記載のとおりであり

ます。 



（重要な後発事象） 

前事業年度（自 平成17年４月１日  至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成18年４月１日  至 平成19年３月31日） 

エム・エイチ・インベストメント株式会社による当社株式等に関する公開買付けについて 

 当社は、平成19年６月19日開催の取締役会において、エム・エイチ・インベストメント株式会社（以下、

「公開買付者」といいます。）による当社株式等に対する公開買付け（以下、「本公開買付け」といいま

す。）について、賛同の意を表明することを決議しております。 

（1）公開買付者の概要 

（2） 公開買付けの概要 

（3） 公開買付けに関する意見の内容及び理由 

 当社は、①当社グループの現況に鑑みて、厳しい経営環境の変化に柔軟に対応しつつ大胆な施策展開

も含めた将来の成長路線の礎を築くためには機動的な意思決定が不可欠であること、②当社普通株式に

は、当社Ａ種優先株式の普通株式への転換がなされた場合における潜在的な上場廃止リスクがあるこ

と、及び③本公開買付けにおける買付価格は、当社普通株式1株あたり875円、第３回新株予約権１個に

つき23,800円となる予定であり、買付価格は妥当であると判断されることを踏まえ、本公開買付けは当

社の企業価値の観点から最善の選択であって株主共同の利益に資するものであると判断し、本公開買付

けに賛同することといたしました。 

 なお、公開買付者は、本公開買付けにおいて買付けを行う株券等の数に上限を設定していないため、

本公開買付けの結果、株式会社東京証券取引所の株券上場廃止基準に該当した場合、当社の普通株式

は、所定の手続を経て上場廃止となる可能性があります。 

① 商号 エム・エイチ・インベストメント株式会社  

② 事業内容  有価証券の保有及びこれに関連付帯する一切の事業  

③ 設立  平成５年10月27日  

④ 本店所在地  東京都千代田区丸の内二丁目３番２号郵船ビルディング  

⑤ 代表者  大畑 康壽  

⑥ 資本金  410百万円  

⑦ 大株主及び持株比率  MH Capital PartnersⅡ, L.P.（98.76％） 

FBF2000, L.P.（1.24％） 

⑧ 当社との関係  FBF2000, L.P.（以下、「FBF2000」といいます。）と

MH Capital PartnersⅡ, L.P. （以下、「MHCPⅡ」といいます。）の両投

資ファンドに発行済株式の100%を保有されている買収目的会社であり、既

に、FBF2000及びMHCPⅡとあわせ、当社の総議決権数の３分の２以上にあ

たる66.9％を保有しております。  

① 買付けを行う株券等の種類 普通株式、新株予約権 

② 買付け等の期間 平成19年６月20日から平成19年７月23日まで 

③ 大株主及び持株比率  普通株式：1株につき875円 

新株予約権：1個につき23,800円 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

該当事項はありません。 

【有形固定資産等明細表】 

 （注) １ 無形固定資産については、資産総額の１％以下のため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」

の記載を省略しております。 

２ 当期償却額９百万円は、一般管理費に０百万円、営業外費用に９百万円を配賦しております。 

【引当金明細表】 

資産の種類 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

当期末 
減価償却 
累計額又は 
償却累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末残
高 

(百万円) 

有形固定資産               

工具器具及び備品 1 ― ― 1 0 0 0 

有形固定資産計 1 ― ― 1 0 0 0 

無形固定資産               

ソフトウェア ― ― ― 2 1 0 0 

無形固定資産計 ― ― ― 2 1 0 0 

長期前払費用 ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産               

創立費 47 ― ― 47 28 9 18 

繰延資産計 47 ― ― 47 28 9 18 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額 
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額 
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

役員退職慰労引当金 45 27 ― ― 73 



(2）【主な資産および負債の内容】 

(a) 資産の部 

イ 現金及び預金 

ロ 短期貸付金 

ハ 関係会社株式 

ニ 関係会社長期貸付金 

区分 金額(百万円) 

現金 ― 

預金   

普通預金 32 

小計 32 

合計 32 

貸付先 金額(百万円) 

㈱アルティア橋本 2,626 

合計 2,626 

銘柄 金額(百万円) 

㈱アルティア橋本 11,342 

合計 11,342 

銘柄 金額(百万円) 

㈱アルティア橋本 440 

合計 440 



(b) 負債の部 

イ 短期借入金 

ロ 長期借入金 

（注）（ ）内は、一年以内返済予定の借入金の金額であります。 

(3）【その他】 

該当事項はありません。 

相手先 金額(百万円) 

㈱みずほ銀行 900 

㈱横浜銀行 300 

商工組合中央金庫 300 

㈱りそな銀行 100 

㈱三井住友銀行  200 

㈱住友信託銀行 300 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 363 

ニッソーサービス㈱ 50 

合計 2,513 

相手先 金額(百万円) 

㈱横浜銀行 
195 

(30) 

商工組合中央金庫 
195 

(30) 

㈱りそな銀行 
130 

(20) 

合計 
520 

(80) 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 10,000株券、1,000株券、100株券 

剰余金の配当の基準日 ９月30日 

３月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

取扱場所 東京都中央区八重州一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

株主名簿管理人 東京都中央区八重州一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 

取次所 みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 

みずほインベスターズ証券株式会社 本店および全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 210円 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 東京都中央区八重州一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

株主名簿管理人 東京都中央区八重州一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 

取次所 みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 

みすぼインベスターズ証券株式会社 本店および全国各支店 

買取手数料 株式の売買委託に係る手数料として別途定める金額 

公告掲載方法 電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公

告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

公告掲載URL 

http://www.faltec.co.jp/ 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 半期報告書の 

訂正報告書 

(第２期中) 自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日 

平成18年５月31日 

関東財務局長に提出。 

(3) 有価証券報告書および 

その添付書類 

事業年度 

(第２期) 

自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日 

平成18年６月30日 

関東財務局長に提出。 

(3) 臨時報告書 証券取引法第24条の５第４項および企業

内容等の開示に関する内閣府令第19条第

２項第２号の２の規定（新株予約権の発

行）に基づくもの 

平成18年８月２日 

関東財務局長に提出。 

(4) 半期報告書の 

訂正報告書 

(第２期中) 自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日 

平成18年12月22日 

関東財務局長に提出。 

(5) 半期報告書 (第３期中) 自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日 

平成18年12月26日 

関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

株 式 会 社 フ ァ ル テ ッ ク 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ファルテッ

クの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ファル

テック及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
追記情報 

 １.「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より「固定資産の

減損に係る会計基準」を適用した。 

 ２.「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項（５） ④（ハ）」に記載されているとおり、連結子会社であるHASHIMOTO 

LIMITED社は英国の退職給付債務に係る新しい会計基準を適用した。 

 ３.重要な後発事象に記載されているとおり、国内連結子会社である株式会社アルティア橋本は、退職金制度の改定を行っている。
  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以  上 
  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 服 部 和 生  

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 中 村 寬 治  

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 口 和 弘  

      



独立監査人の監査報告書 

  平成19年６月28日 

株 式 会 社  フ ァ ル テ ッ ク  

取 締 役 会  御 中 

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 原 田 恒 敏 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 種 村   隆 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ファルテックの平成18年４月１日から平成19年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ファルテック及び連結子会社の平成19年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報  

 （重要な後発事象）に記載されているとおり、会社は、平成19年６月19日開催の取締役会において、エム・エイチ・

インベストメント株式会社による会社株式等に対する公開買付けについて、賛同の意を表明することを決議しており、

その結果を受けて、会社の普通株式は将来的に上場廃止になる可能性がある。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

株 式 会 社 フ ァ ル テ ッ ク 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ファルテッ

クの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処

分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ファルテッ

クの平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 服 部 和 生  

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 中 村 寬 治  

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 口 和 弘  

      



独立監査人の監査報告書 

  平成19年６月28日 

株 式 会 社  フ ァ ル テ ッ ク  

取 締 役 会  御 中 

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 原 田 恒 敏 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 種 村   隆 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ファルテックの平成18年４月１日から平成19年３月３１までの第３期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ファルテックの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

追記情報  

 （重要な後発事象）に記載されているとおり、会社は、平成19年６月19日開催の取締役会において、エム・エイチ・

インベストメント株式会社による会社株式等に対する公開買付けについて、賛同の意を表明することを決議しており、

その結果を受けて、会社の普通株式は将来的に上場廃止になる可能性がある。  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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